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条例  
 

 

 甲府市森林環境譲与税基金条例をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２号 

   甲府市森林環境譲与税基金条例 

（設置） 

第１条 森林の整備及びその促進に関する施策に要する経費に充てるため、甲府市 

森林環境譲与税基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、毎年度予算で定める。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法に 

より保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基 

金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及 

び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができ 

る。 

（処分） 

第６条 基金は、森林の整備及びその促進に関する施策に要する経費に充てる場合 

に限り、これを処分することができる。 



 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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第４節 運営に関する基準（第８３条～第８５条） 



 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準（第８６条） 

第６節 基準該当通所支援に関する基準（第８７条～第９０条） 

第５章 居宅訪問型児童発達支援 

第１節 基本方針（第９１条） 

第２節 人員に関する基準（第９２条・第９３条） 

第３節 設備に関する基準（第９４条） 

第４節 運営に関する基準（第９５条～第９８条） 

第６章 保育所等訪問支援 

第１節 基本方針（第９９条） 

第２節 人員に関する基準（第１００条・第１０１条） 

第３節 設備に関する基準（第１０２条） 

第４節 運営に関する基準（第１０３条） 

第７章 多機能型事業所に関する特例（第１０４条～第１０６条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい 

う。）第２１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５第３項第１号、第

２１条の５の１７第１項並びに第２１条の５の１９第１項及び第２項の規定に基

づき、指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 通所給付決定保護者 法第６条の２の２第９項に規定する通所給付決定保護

者をいう。 

⑵ 指定障害児通所支援事業者等 法第２１条の５の３第１項に規定する指定障

害児通所支援事業者等をいう。 

⑶ 指定通所支援 法第２１条の５の３第１項に規定する指定通所支援をいう。 

⑷ 指定通所支援費用基準額 法第２１条の５の３第２項第１号（法第２１条の



 

５の１３第２項において同条第１項に規定する放課後等デイサービス障害児通

所給付費等の支給について適用する場合を含む。）に掲げる額をいう。 

⑸ 通所利用者負担額 法第２１条の５の３第２項第２号（法第２１条の５の

１３第２項において同条第１項に規定する放課後等デイサービス障害児通所給

付費等の支給について適用する場合を含む。）に掲げる額及び肢体不自由児通

所医療（法第２１条の５の２９第１項に規定する肢体不自由児通所医療をい

う。以下同じ。）につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例によ

り算定した費用の額から当該肢体不自由児通所医療につき支給された肢体不自

由児通所医療費の額を控除して得た額の合計額をいう。 

⑹ 通所給付決定 法第２１条の５の５第１項に規定する通所給付決定をいう。 

⑺ 支給量 法第２１条の５の７第７項に規定する支給量をいう。 

⑻ 通所給付決定の有効期間 法第２１条の５の７第８項に規定する通所給付決

定の有効期間をいう。 

⑼ 通所受給者証 法第２１条の５の７第９項に規定する通所受給者証をいう。 

⑽ 法定代理受領 法第２１条の５の７第１１項（法第２１条の５の１３第２項

において同条第１項に規定する放課後等デイサービス障害児通所給付費等の支

給について適用する場合を含む。）の規定により通所給付決定保護者に代わり

市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支払う指定通所支援に要した費用の額

又は法第２１条の５の２９第３項の規定により通所給付決定保護者に代わり市

町村が支払う肢体不自由児通所医療に要した費用の額の一部を指定障害児通所

支援事業者等が受けることをいう。 

⑾ 共生型通所支援 法第２１条の５の１７第１項の申請に係る法第２１条の５

の３第１項の指定を受けた者による指定通所支援をいう。 

⑿ 児童発達支援センター 法第４３条に規定する児童発達支援センターをい

う。 

⒀ 多機能型事業所 第６条に規定する指定児童発達支援の事業、第６８条に規

定する指定医療型児童発達支援の事業、第７９条に規定する指定放課後等デイ

サービスの事業、第９１条に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業及び

第９９条に規定する指定保育所等訪問支援の事業並びに甲府市指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成３１



 

年３月条例第６号。以下「指定障害福祉サービス等基準条例」という。）第

８３条に規定する指定生活介護の事業、指定障害福祉サービス等基準条例第

１３６条に規定する指定自立訓練（機能訓練）の事業、指定障害福祉サービス

等基準条例第１５０条に規定する指定自立訓練（生活訓練）の事業、指定障害

福祉サービス等基準条例第１６５条に規定する指定就労移行支援の事業、指定

障害福祉サービス等基準条例第１７７条に規定する指定就労継続支援 A 型の事

業及び指定障害福祉サービス等基準条例第１９１条に規定する指定就労継続支

援 B 型の事業のうち２以上の事業を一体的に行う事業所（指定障害福祉サービ

ス等基準条例に規定する事業のみを行う事業所を除く。）をいう。 

（指定障害児通所支援事業者の指定に係る申請者の要件） 

第３条 法第２１条の５の１５第３項第１号の条例で定める者は、法人とする。た

だし、法第６条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支援（病院又は診療所

により行われるものに限る。）に係る指定の申請については、この限りでない。 

（指定障害児通所支援事業者等の一般原則） 

第４条 指定障害児通所支援事業者等は、通所給付決定保護者及び障害児の意向、

障害児の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（第２９条第１項におい

て「通所支援計画」という。）を作成し、これに基づき障害児に対して指定通所

支援を提供するとともに、その効果について継続的な評価を実施することその他

の措置を講ずることにより障害児に対して適切かつ効果的に指定通所支援を提供

しなければならない。 

２ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定障害児通所支援事業者等を利用する

障害児の意思及び人格を尊重し、常に障害児の立場に立った指定通所支援の提供

に努めなければならない。 

３ 指定障害児通所支援事業者等は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を

行い、市、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１項に規

定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」という。）を行う者、児童

福祉施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に努

めなければならない。 

４ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定障害児通所支援事業者等を利用する

http://www.pref.yamanashi.jp/somu/shigaku/reiki/reiki_honbun/a500RG00001530.html#e000000713


 

障害児の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整

備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努

めなければならない。 

（暴力団の排除） 

第５条 指定障害児通所支援事業者は、その役員等（法第２１条の５の１５第３項

第６号に規定する役員等をいう。）が甲府市暴力団排除条例（平成２４年３月条

例第２号）第２条第３号に規定する暴力団員等であってはならない。 

第２章 児童発達支援 

第１節 基本方針 

第６条 児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定児童発達支援」という。）

の事業は、障害児が日常生活における基本的動作及び知識技能を習得し、並びに

集団生活に適応することができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びに

その置かれている環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練を行うものでなけ

ればならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

第７条 指定児童発達支援の事業を行う者（以下「指定児童発達支援事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指定児童発達支援事業所」とい

う。）（児童発達支援センターであるものを除く。以下この条において同じ。）

に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

⑴ 児童指導員（児童の生活指導を行う者をいい、児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。次号において「児童福祉施設基

準省令」という。）第４３条各号（第９号及び第１０号を除く。）のいずれか

に該当する者又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定により、小学

校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有

する者若しくは３年以上児童福祉事業に従事した者であって、市長が適当と認

めたものであるものとする。以下同じ。）、保育士又は学校教育法の規定によ

る高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定に

より大学への入学を認められた者、通常の課程による１２年の学校教育を修了

した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を



 

含む。）若しくは文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者

であって、２年以上障害福祉サービスに係る業務に従事したもの（以下「障害

福祉サービス経験者」という。） 指定児童発達支援の単位ごとにその提供を

行う時間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる児童指導員、保

育士又は障害福祉サービス経験者の合計数が、ア又はイに掲げる障害児の数の

区分に応じ、それぞれア又はイに定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又は

その端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者（障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理

を行う者として児童福祉施設基準省令第４９条第１項の規定により厚生労働大

臣が定めるものをいう。以下同じ。） １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において日常生活を

営むのに必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員（日常生活を営むの

に必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を置かなければならな

い。この場合において、当該機能訓練担当職員が指定児童発達支援の単位ごとに

その提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる場合に

は、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験

者の合計数に含めることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児（法第７条第２項に規定

する重症心身障害児をいう。以下同じ。）を通わせる指定児童発達支援事業所に

置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。ただし、指定児童発達支援

の単位ごとにその提供を行う時間帯のうち日常生活を営むのに必要な機能訓練を

行わない時間帯については、第４号の機能訓練担当職員を置かないことができ

る。 

⑴ 嘱託医 １以上 

⑵ 看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。） １

以上 

⑶ 児童指導員又は保育士 １以上 

⑷ 機能訓練担当職員 １以上 



 

⑸ 児童発達支援管理責任者 １以上 

４ 第１項第１号及び第２項の指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支援であ

って、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

５ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者のうち、１人

以上は、常勤でなければならない。 

６ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上

は、児童指導員又は保育士でなければならない。 

７ 第１項第２号の児童発達支援管理責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤で

なければならない。 

第８条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支援事業所（児童発達支援センタ

ーであるものに限る。以下この条において同じ。）に置くべき従業者及びその員

数は、次のとおりとする。ただし、４０人以下の障害児を通わせる指定児童発達

支援事業所にあっては第３号の栄養士を、調理業務の全部を委託する指定児童発

達支援事業所にあっては第４号の調理員を置かないことができる。 

⑴ 嘱託医 １以上 

⑵ 児童指導員及び保育士 

ア 児童指導員及び保育士の総数 指定児童発達支援の単位ごとに、通じてお

おむね障害児の数を４で除して得た数以上 

イ 児童指導員 １以上 

ウ 保育士 １以上 

⑶ 栄養士 １以上 

⑷ 調理員 １以上 

⑸ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において日常生活を

営むのに必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなければなら

ない。この場合において、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員及び保育士の

総数に含めることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所

には、第１項各号に掲げる従業者のほか、次の各号に掲げる従業者を置かなけれ



 

ばならないものとし、その員数は、当該各号に定める数とする。この場合におい

て、当該各号に掲げる従業者については、その数を児童指導員及び保育士の総数

に含めることができる。 

⑴ 言語聴覚士 指定児童発達支援の単位ごとに４以上 

⑵ 機能訓練担当職員（日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合に限

る。） 機能訓練を行うために必要な数 

４ 第２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達

支援事業所には、第１項各号に掲げる従業者のほか、次の各号に掲げる従業者を

置かなければならないものとし、その員数は、当該各号に定める数とする。この

場合において、当該各号に掲げる従業者については、その数を児童指導員及び保

育士の総数に含めることができる。 

⑴ 看護職員 １以上 

⑵ 機能訓練担当職員 １以上 

５ 第１項第２号ア及び第３項第１号の指定児童発達支援の単位は、指定児童発達

支援であって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われる

ものをいう。 

６ 第１項から第４項まで（第１項第１号を除く。）に規定する従業者は、専ら当

該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援の単位ごと

に専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、障

害児の支援に支障がない場合は、第１項第３号の栄養士及び同項第４号の調理員

については、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができ

る。 

（管理者） 

第９条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに専らその職務

に従事する管理者を置かなければならない。ただし、指定児童発達支援事業所の

管理上障害児の支援に支障がない場合は、当該指定児童発達支援事業所の他の職

務に従事させ、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事させるこ

とができる。 

（従たる事業所を設置する場合における特例） 

第１０条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所（児童発達支援セ



 

ンターであるものを除く。）における主たる事業所（以下「主たる事業所」とい

う。）と一体的に管理運営を行う事業所（以下「従たる事業所」という。）を設

置することができる。 

２ 従たる事業所を設置する場合においては、主たる事業所及び従たる事業所の従

業者（児童発達支援管理責任者を除く。）のうち、それぞれ１人以上は、常勤か

つ専ら当該主たる事業所又は従たる事業所の職務に従事する者でなければならな

い。 

第３節 設備に関する基準 

第１１条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものを除く。以

下この項及び附則第３項において同じ。）は、指導訓練室及び相談室のほか、指

定児童発達支援の提供に必要な設備、備品等を備えなければならない。ただし、

当該指定児童発達支援事業所と同一の敷地内に他の事業所、施設等がある場合に

おいて、当該他の事業所、施設等の設備を当該指定児童発達支援事業所の相談室

として使用することができるときは、障害児の支援に支障がない場合に限り、相

談室を設けないことができる。 

２ 前項に規定する指導訓練室は、訓練に必要な機械器具等を備えなければならな

い。 

３ 第１項に規定する相談室は、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り

等を備えなければならない。 

４ 第１項に規定する相談室及び指定児童発達支援の提供に必要な設備は、障害児

の支援に支障がない場合は、兼用することができる。 

５ 第１項に規定する設備、備品等は、専ら当該指定児童発達支援の事業の用に供

するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、この

限りでない。 

第１２条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。以

下この条において同じ。）は、指導訓練室、遊戯室、屋外遊戯場（指定児童発達

支援事業所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。以下この項におい

て同じ。）、医務室、相談室、調理室及び便所並びに指定児童発達支援の提供に

必要な設備、備品等を備えなければならない。ただし、主として重症心身障害児

を通わせる指定児童発達支援事業所にあっては、遊戯室、屋外遊戯場、医務室及



 

び相談室は、障害児の支援に支障がない場合は、設けないことができる。 

２ 前項に規定する設備の基準は、次のとおりとする。ただし、主として難聴児を

通わせる指定児童発達支援事業所又は主として重症心身障害児を通わせる指定児

童発達支援事業所にあっては、この限りでない。 

⑴ 指導訓練室 

ア 定員は、おおむね１０人とすること。 

イ 障害児１人当たりの床面積は、２．４７平方メートル以上とすること。 

⑵ 遊戯室 障害児１人当たりの床面積は、１．６５平方メートル以上とするこ

と。 

３ 第１項に規定する設備のほか、主として知的障害のある児童を通わせる指定児

童発達支援事業所は静養室を、主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業

所は聴力検査室を設けなければならない。 

４ 第１項及び前項に規定する設備は、専ら当該指定児童発達支援の事業の用に供

するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、併せ

て設置する他の社会福祉施設の設備と兼ねることができる。 

第４節 運営に関する基準 

（利用定員） 

第１３条 指定児童発達支援事業所は、その利用定員を１０人以上とする。ただ

し、主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所にあっては、利

用定員を５人以上とすることができる。 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第１４条 指定児童発達支援事業者は、通所給付決定保護者が指定児童発達支援の

利用の申込みを行ったときは、当該利用申込みを行った通所給付決定保護者（以

下「利用申込者」という。）に係る障害児の障害の特性に応じた適切な配慮をし

つつ、当該利用申込者に対し、第３９条に規定する運営規程の概要、従業者の勤

務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記

載した文書を交付して説明を行い、当該指定児童発達支援の提供の開始について

その同意を得なければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第７７条

の規定に基づき書面の交付を行う場合は、利用申込者に係る障害児の障害の特性



 

に応じた適切な配慮をしなければならない。 

（契約支給量の報告等） 

第１５条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を提供するときは、当該

指定児童発達支援の内容、通所給付決定保護者に提供することを契約した指定児

童発達支援の量（次項において「契約支給量」という。）その他の必要な事項

（第３項及び第４項において「通所受給者証記載事項」という。）を通所給付決

定保護者の通所受給者証に記載しなければならない。 

２ 契約支給量の総量は、当該通所給付決定保護者の支給量を超えてはならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の利用に係る契約をしたとき

は、通所受給者証記載事項その他の必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しな

ければならない。 

４ 前３項の規定は、通所受給者証記載事項に変更があった場合について準用す

る。 

（提供拒否の禁止） 

第１６条 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提

供を拒んではならない。 

（連絡調整に対する協力） 

第１７条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の利用について市町村又

は障害児相談支援事業を行う者（第５１条第１項において「障害児相談支援事業

者」という。）が行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第１８条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所の通常の事業の実

施地域（当該指定児童発達支援事業所が通常時に指定児童発達支援を提供する地

域をいう。第３９条第６号及び第５３条第２項において同じ。）等を勘案し、利

用申込者に係る障害児に対し自ら適切な指定児童発達支援を提供することが困難

であると認めた場合は、適当な他の指定児童発達支援事業者等の紹介その他の必

要な措置を速やかに講じなければならない。 

（受給資格の確認） 

第１９条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供を求められた場合

は、通所給付決定保護者の提示する通所受給者証によって、通所給付決定の有
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無、通所給付決定をされた指定通所支援の種類、通所給付決定の有効期間、支給

量等を確認するものとする。 

（障害児通所給付費の支給の申請に係る援助） 

第２０条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援に係る通所給付決定を受

けていない者から利用の申込みがあった場合は、その者の意向を踏まえて速やか

に障害児通所給付費の支給の申請が行われるよう必要な援助を行わなければなら

ない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援に係る通所給付決定に通常要す

べき標準的な期間を考慮し、通所給付決定の有効期間の終了に伴う障害児通所給

付費の支給申請について、必要な援助を行わなければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第２１条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、障

害児の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サー

ビスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

（指定障害児通所支援事業者等との連携等） 

第２２条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、

市町村、障害福祉サービスを行う者、児童福祉施設その他の保健医療サービス又

は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供の終了に際しては、障害

児又はその家族に対して適切な援助を行うとともに、市町村、障害福祉サービス

を行う者、児童福祉施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する

者との密接な連携に努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第２３条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を提供した際は、当該指

定児童発達支援の提供日、内容その他必要な事項を当該指定児童発達支援の提供

の都度記録しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定による記録に際しては、通所給付決定

保護者から指定児童発達支援を提供したことについて確認を受けなければならな

い。 

（指定児童発達支援事業者が通所給付決定保護者に求めることのできる金銭の支
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払の範囲等） 

第２４条 指定児童発達支援事業者が、指定児童発達支援を提供する通所給付決定

保護者に対して金銭の支払を求めることができるのは、当該金銭の使途が直接通

所給付決定に係る障害児の便益を向上させるものであって、当該通所給付決定保

護者に支払を求めることが適当であるものに限るものとする。 

２ 前項の規定により金銭の支払を求める際は、当該金銭の使途及び額並びに通所

給付決定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにすると

ともに、通所給付決定保護者に対して説明を行い、同意を得なければならない。

ただし、次条第１項から第３項までに規定する支払については、この限りでな

い。 

（通所利用者負担額の受領） 

第２５条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を提供した際は、通所給

付決定保護者から当該指定児童発達支援に係る通所利用者負担額の支払を受ける

ものとする。 

２ 指定児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わない指定児童発達支援を提供

した際は、通所給付決定保護者から、当該指定児童発達支援に係る指定通所支援

費用基準額の支払を受けるものとする。 

３ 指定児童発達支援事業者は、前２項の規定により支払を受ける額のほか、指定

児童発達支援において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号（第１号に

あっては、児童発達支援センターである指定児童発達支援事業所に係るものに限

る。）に掲げる費用の額の支払を通所給付決定保護者から受けることができる。 

⑴ 食事の提供に要する費用 

⑵ 日用品費 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定児童発達支援において提供される便宜に要

する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であっ

て、通所給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第１号に掲げる費用については、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業

等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下

「基準省令」という。）第２３条第４項の規定により厚生労働大臣が定めるとこ

ろによるものとする。 



 

５ 指定児童発達支援事業者は、第１項から第３項までに規定する費用の額の支払

を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定

保護者に対し交付しなければならない。 

６ 指定児童発達支援事業者は、第３項に掲げる費用に係るサービスの提供に当た

っては、あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、当該サービスの内容及び費用

について説明を行い、その同意を得なければならない。 

（通所利用者負担額に係る管理） 

第２６条 指定児童発達支援事業者は、通所給付決定に係る障害児が同一の月に当

該指定児童発達支援事業者が提供する指定児童発達支援及び他の指定障害児通所

支援事業者等が提供する指定通所支援を受けた場合において、当該障害児の通所

給付決定保護者から依頼があったときは、当該指定児童発達支援及び当該他の指

定通所支援に係る通所利用者負担額の合計額（以下この条において「通所利用者

負担額合計額」という。）を算定しなければならない。この場合において、当該

指定児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支援及び当該他の指定通所支援の

状況を確認の上、通所利用者負担額合計額を市町村に報告するとともに、当該通

所給付決定保護者及び当該他の指定通所支援を提供した指定障害児通所支援事業

者等に通知しなければならない。 

（障害児通所給付費の額に係る通知等） 

第２７条 指定児童発達支援事業者は、法定代理受領により指定児童発達支援に係

る障害児通所給付費の支給を受けた場合は、通所給付決定保護者に対し、当該通

所給付決定保護者に係る障害児通所給付費の額を通知しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、第２５条第２項の法定代理受領を行わない指定児

童発達支援に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した指定児童発達支

援の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書

を通所給付決定保護者に対して交付しなければならない。 

（指定児童発達支援の取扱方針） 

第２８条 指定児童発達支援事業者は、次条第１項に規定する児童発達支援計画に

基づき、障害児の心身の状況等に応じて、その者の支援を適切に行うとともに、

指定児童発達支援の提供が漫然としたもの又は画一的なものとならないよう配慮

しなければならない。 



 

２ 指定児童発達支援事業所の従業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、

懇切丁寧に行うことを旨とし、通所給付決定保護者及び障害児に対し、支援上必

要な事項について、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供する指定児童発達支援の質の評価を行

い、常にその改善を図らなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定により、その提供する指定児童発達支

援の質の評価及び改善を行うに当たっては、次に掲げる事項について、自ら評価

を行うとともに、当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児の保護者による

評価を受けて、その改善を図らなければならない。 

⑴ 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者の意向、障害

児の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた支援を提供するための体制の整

備の状況 

⑵ 従業者の勤務の体制及び資質の向上のための取組の状況 

⑶ 指定児童発達支援の事業の用に供する設備、備品等の状況 

⑷ 関係機関及び地域との連携、交流等の取組の状況 

⑸ 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者に対する必要

な情報の提供、助言その他の援助の実施状況 

⑹ 緊急時等における対応方法及び非常災害対策 

⑺ 指定児童発達支援の提供に係る業務の改善を図るための措置の実施状況 

５ 指定児童発達支援事業者は、おおむね１年に１回以上、前項の評価及び改善の

内容をインターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

（児童発達支援計画の作成等） 

第２９条 指定児童発達支援事業所の管理者は、児童発達支援管理責任者に指定児

童発達支援に係る通所支援計画（以下この条及び第５６条第２項第２号において

「児童発達支援計画」という。）の作成に関する業務を担当させるものとする。 

２ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成に当たっては、適切な方

法により、障害児について、その有する能力、その置かれている環境、日常生活

全般の状況等の評価を通じて通所給付決定保護者及び障害児の希望する生活、課

題等の把握（以下この条において「アセスメント」という。）を行い、障害児の

発達を支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならない。 



 

３ 児童発達支援管理責任者は、アセスメントに当たっては、通所給付決定保護者

及び障害児に面接しなければならない。この場合において、児童発達支援管理責

任者は、面接の趣旨を通所給付決定保護者及び障害児に対して十分に説明し、そ

の理解を得なければならない。 

４ 児童発達支援管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討の結果に基づ

き、通所給付決定保護者及び障害児の生活に対する意向、障害児に対する総合的

な支援目標及びその達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、指定児童

発達支援の具体的内容、指定児童発達支援を提供する上での留意事項その他必要

な事項を記載した児童発達支援計画の原案を作成しなければならない。この場合

において、障害児の家族に対する援助及び当該指定児童発達支援事業所が提供す

る指定児童発達支援以外の保健医療サービス又は福祉サービスとの連携も含めて

児童発達支援計画の原案に位置付けるよう努めなければならない。 

５ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成に当たっては、障害児に

対する指定児童発達支援の提供に当たる担当者等を招集して行う会議を開催し、

児童発達支援計画の原案について意見を求めるものとする。 

６ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成に当たっては、通所給付

決定保護者及び障害児に対し、当該児童発達支援計画について説明し、文書によ

りその同意を得なければならない。 

７ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画を作成した際には、当該児童発

達支援計画を通所給付決定保護者に交付しなければならない。 

８ 児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の作成後、児童発達支援計画の

実施状況の把握（障害児についての継続的なアセスメントを含む。次項において

「モニタリング」という。）を行うとともに、障害児について解決すべき課題を

把握し、少なくとも６月に１回以上、児童発達支援計画の見直しを行い、必要に

応じて、当該児童発達支援計画の変更を行うものとする。 

９ 児童発達支援管理責任者は、モニタリングに当たっては、通所給付決定保護者

との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところに

より行わなければならない。 

⑴ 定期的に通所給付決定保護者及び障害児に面接すること。 

⑵ 定期的にモニタリングの結果を記録すること。 



 

１０ 第２項から第７項までの規定は、第８項に規定する児童発達支援計画の変更

について準用する。 

（児童発達支援管理責任者の責務） 

第３０条 児童発達支援管理責任者は、前条に規定する業務のほか、次に掲げる業

務を行うものとする。 

⑴ 次条に規定する相談及び援助を行うこと。 

⑵ 他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこと。 

（相談及び援助） 

第３１条 指定児童発達支援事業者は、常に障害児の心身の状況、その置かれてい

る環境等の的確な把握に努め、障害児又はその家族に対し、その相談に適切に応

ずるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

（指導、訓練等） 

第３２条 指定児童発達支援事業者は、障害児の心身の状況に応じ、障害児の自立

の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって指導、訓練等を行わ

なければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が日常生活における適切な習慣を確立する

とともに、社会生活への適応性を高めるよう、あらゆる機会を通じて支援を行わ

なければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性に応じ、障害児ができる限り健全な

社会生活を営むことができるよう、より適切に指導、訓練等を行わなければなら

ない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、常時１人以上の従業者を指導、訓練等に従事させ

なければならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対して、当該障害児に係る通所給付決定

保護者の負担により、指定児童発達支援事業所の従業者以外の者による指導、訓

練等を受けさせてはならない。 

（食事の提供） 

第３３条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。第

４項において同じ。）において、障害児に食事を提供するときは、その献立は、

できる限り、変化に富み、障害児の健全な発育に必要な栄養量を含有するもので



 

なければならない。 

２ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに

障害児の身体的状況及び嗜
し

好を考慮したものでなければならない。 

３ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業所においては、障害児の健康な生活の基本としての食を

営む力の育成に努めなければならない。 

（社会生活上の便宜の供与等） 

第３４条 指定児童発達支援事業者は、趣味、教養又は娯楽に係る活動のための設

備等を備えるほか、適宜障害児のためのレクリエーション行事を行わなければな

らない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、常に障害児の家族との連携を図るよう努めなけれ

ばならない。 

（健康管理） 

第３５条 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである指定児童発達支

援事業所において、指定児童発達支援の事業を行う者に限る。）は、常に障害児

の健康の状況に注意するとともに、通所する障害児に対し、通所開始時の健康診

断、少なくとも１年に２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全

法（昭和３３年法律第５６号）に規定する健康診断に準じて行わなければならな

い。 

２ 前項の指定児童発達支援事業者は、同項の規定にかかわらず、次の表の左欄に

掲げる健康診断が行われた場合であって、当該健康診断がそれぞれ同表の右欄に

掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認められるときは、同欄に掲げる健

康診断の全部又は一部を行わないことができる。この場合において、指定児童発

達支援事業者は、それぞれ同表の左欄に掲げる健康診断の結果を把握しなければ

ならない。 

児童相談所等における障害児の通所開

始前の健康診断 

通所する障害児に対する障害児の通所

開始時の健康診断 

障害児が通学する学校における健康診

断 

定期の健康診断又は臨時の健康診断 

３ 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。）の従業

http://www.pref.yamanashi.jp/somu/shigaku/reiki/reiki_honbun/a500RG00001530.html#e000000830
http://www.pref.yamanashi.jp/somu/shigaku/reiki/reiki_honbun/a500RG00001530.html#e000000830


 

者の健康診断に当たっては、十分に注意を払わなければならない。 

（緊急時等の対応） 

第３６条 指定児童発達支援事業所の従業者は、現に指定児童発達支援の提供を行

っている際に障害児に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医

療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（通所給付決定保護者に関する市町村への通知） 

第３７条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を受けている障害児に係

る通所給付決定保護者が偽りその他不正な行為によって障害児通所給付費若しく

は特例障害児通所給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、

意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

（管理者の責務） 

第３８条 指定児童発達支援事業所の管理者は、当該指定児童発達支援事業所の従

業者及び業務の管理その他の管理を、一元的に行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業所の管理者は、当該指定児童発達支援事業所の従業者に

この章の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第３９条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに、次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程を定めなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 利用定員 

⑸ 指定児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用の種類

及びその額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービスの利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類 

⑾ 虐待の防止のための措置に関する事項 



 

⑿ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第４０条 指定児童発達支援事業者は、障害児に対し、適切な指定児童発達支援を

提供することができるよう、指定児童発達支援事業所ごとに、従業者の勤務の体

制を定めなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児童発

達支援事業所の従業者によって指定児童発達支援を提供しなければならない。た

だし、障害児の支援に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第４１条 指定児童発達支援事業者は、利用定員及び指導訓練室の定員を超えて、

指定児童発達支援の提供を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） 

第４２条 指定児童発達支援事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な

設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を作成して、非常災害の際

の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しな

ければならない。 

２ 前項の非常災害に関する具体的計画の作成に当たっては、指定児童発達支援事

業所の立地状況等を勘案し、発生することが予想される非常災害の種類に応じた

ものとしなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その

他必要な措置に関する訓練を行わなければならない。 

４ 前項の訓練は、地域住民及び消防団その他の関係機関と連携して行うよう努め

なければならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、非常災害の際に、通所する障害児及び職員が必要

とする飲料水、食糧、日用品その他の物資及び防災に関する資機材の備蓄、整備

及び点検を行うよう努めなければならない。 

（衛生管理等） 



 

第４３条 指定児童発達支援事業者は、障害児の使用する設備及び飲用に供する水

について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、健康

管理等に必要となる機械器具等の管理を適正に行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所において感染症又は食中

毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（協力医療機関） 

第４４条 指定児童発達支援事業者は、障害児の病状の急変等に備えるため、あら

かじめ、協力医療機関（当該指定児童発達支援事業者との間で障害児が医療を必

要とした際の連携協力が合意されている病院その他の医療機関をいう。次条にお

いて同じ。）を定めなければならない。 

（掲示） 

第４５条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所の見やすい場所  

に、運営規程（第３９条の事業の運営についての重要事項に関する規程をい

う。）の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

（身体的拘束等の禁止） 

第４６条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援の提供に当たっては、障

害児に対し、身体的拘束等（身体的拘束その他障害児の行動を制限する行為をい

う。以下同じ。）を行ってはならない。ただし、当該障害児又は他の障害児の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合は、この限りでない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の障害児の心身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記

録しなければならない。 

（虐待等の禁止） 

第４７条 指定児童発達支援事業所の従業者は、障害児に対し、児童虐待の防止等

に関する法律（平成１２年法律第８２号）第２条各号に掲げる行為その他当該障

害児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第４８条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。）



 

の長たる指定児童発達支援事業所の管理者は、障害児に対し法第４７条第１項本

文の規定により親権を行う場合であって懲戒するとき、又は同条第３項の規定に

より懲戒に関しその障害児の福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛

を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

（秘密保持等） 

第４９条 指定児童発達支援事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た障害児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支援事業所の従業者及び管理者

であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た障害児又はその家族の秘

密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、指定障害児入所施設等（法第２４条の２第１項に

規定する指定障害児入所施設等をいう。）、指定障害福祉サービス事業者等（障

害者総合支援法第２９条第２項に規定する指定障害福祉サービス事業者等をい

う。）その他の福祉サービスを提供する者等に対して、障害児又はその家族に関

する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該障害児又はその家族の同意

を得なければならない。 

（情報の提供等） 

第５０条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を利用しようとする障害

児が、これを適切かつ円滑に利用できるように、当該指定児童発達支援事業者が

実施する事業の内容に関する情報の提供を行わなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、当該指定児童発達支援事業者について広告をする

場合において、その内容を虚偽のもの又は誇大なものとしてはならない。 

（利益供与等の禁止） 

第５１条 指定児童発達支援事業者は、障害児相談支援事業者若しくは障害者総合

支援法第５条第１８項に規定する一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を

行う者（次項において「障害児相談支援事業者等」という。）、障害福祉サービ

スを行う者等又はこれらの従業者に対し、障害児又はその家族に対して当該指定

児童発達支援事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を

供与してはならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児相談支援事業者等、障害福祉サービスを行



 

う者等又はこれらの従業者から、障害児又はその家族を紹介することの対償とし

て、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情解決） 

第５２条 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に関する障

害児又は通所給付決定保護者その他の当該障害児の家族からの苦情に迅速かつ適

切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を

講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内

容等を記録しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に関し、法第２１

条の５の２２第１項の規定により都道府県知事又は市町村長（以下この項及び次

項において「知事等」という。）が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提

出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは指定児童発達支援事業者

の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び障害児又は通所給付決

定保護者その他の当該障害児の家族からの苦情に関して知事等が行う調査に協力

するとともに、知事等から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行わなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、知事等からの求めがあった場合には、前項の改善

の内容を当該知事等に報告しなければならない。 

５ 指定児童発達支援事業者は、社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会

が同法第８５条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力しなければ

ならない。 

（地域との連携等） 

第５３条 指定児童発達支援事業者は、その運営に当たっては、地域住民又はその

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならな

い。 

２ 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである児童発達支援事業所に

おいて、指定児童発達支援の事業を行うものに限る。）は、通常の事業の実施地

域の障害児の福祉に関し、障害児若しくはその家庭又は当該障害児が通い、在学

し、若しくは在籍する保育所、学校教育法第１条に規定する幼稚園、小学校若し



 

くは特別支援学校若しくは就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こ

ども園その他児童が集団生活を営む施設からの相談に応じ、助言その他の必要な

援助を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５４条 指定児童発達支援事業者は、障害児に対する指定児童発達支援の提供に

より事故が発生した場合は、速やかに市町村、当該障害児の家族等に連絡を行う

とともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついて、記録しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対する指定児童発達支援の提供により賠

償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

（会計の区分） 

第５５条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに経理を区分

するとともに、指定児童発達支援の事業の会計をその他の事業の会計と区分しな

ければならない。 

（記録の整備） 

第５６条 指定児童発達支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記

録を整備しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児に対する指定児童発達支援の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、当該指定児童発達支援を提供した日から５年間保存し

なければならない。 

⑴ 第２３条第１項の規定による提供した指定児童発達支援に係る必要な事項の

提供の記録 

⑵ 児童発達支援計画 

⑶ 第３７条の規定による市町村への通知に係る記録 

⑷ 第４６条第２項の規定による身体的拘束等の記録 

⑸ 第５２条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

⑹ 第５４条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 



 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準 

（共生型児童発達支援の事業を行う指定生活介護事業者の基準） 

第５７条 児童発達支援に係る共生型通所支援（以下「共生型児童発達支援」とい

う。）の事業を行う指定生活介護事業者（指定障害福祉サービス等基準条例第

８４条第１項に規定する指定生活介護事業者をいう。第６５条において同じ。）

が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定生活介護事業所（指定障害福祉サービス等基準条例第８４条第１項に規

定する指定生活介護事業所をいう。以下同じ。）の従業者の員数が、当該指定

生活介護事業所が提供する指定生活介護（指定障害福祉サービス等基準条例第

８３条に規定する指定生活介護をいう。以下同じ。）の利用者の数を指定生活

介護の利用者の数及び共生型児童発達支援を受ける障害児の数の合計数である

とした場合における当該指定生活介護事業所として必要とされる数以上である

こと。 

⑵ 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービスを提供するた

め、障害児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を受けているこ

と。 

（共生型児童発達支援の事業を行う指定通所介護事業者等の基準） 

第５８条 共生型児童発達支援の事業を行う指定通所介護事業者（甲府市指定居宅

サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３１年

３月条例第４号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第１０３条第

１項に規定する指定通所介護事業者をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業

者（甲府市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年１２月条例第４１号。以下「指定地域密着型サービス基

準条例」という。）第６０条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業

者をいう。）（第６６条において「指定通所介護事業者等」という。）が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１０３条第１項に規定

する指定通所介護事業所をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業所（指定

地域密着型サービス基準条例第６０条の３第１項に規定する指定地域密着型通

所介護事業所をいう。）（以下「指定通所介護事業所等」という。）の食堂及



 

び機能訓練室（指定居宅サービス等基準条例第１７６条第２項第２号又は指定

地域密着型サービス基準条例第６０条の５第２項第１号に規定する食堂及び機

能訓練室をいう。第６６条第１号において同じ。）の面積を、指定通所介

護（指定居宅サービス等基準条例第１０２条に規定する指定通所介護をい

う。）又は指定地域密着型通所介護（指定地域密着型サービス基準条例第６０

条の２に規定する指定地域密着型通所介護をいう。）（以下「指定通所介護

等」という。）の利用者の数と共生型児童発達支援を受ける障害児の数の合計

数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

⑵ 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所等が提供

する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及び共生型児

童発達支援を受ける障害児の数の合計数であるとした場合における当該指定通

所介護事業所等として必要とされる数以上であること。 

⑶ 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービスを提供するた

め、障害児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を受けているこ

と。 

（共生型児童発達支援の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者等の基 

準） 

第５９条 共生型児童発達支援の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者

（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第１項に規定する指定小規模多機能

型居宅介護事業者をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地

域密着型サービス基準条例第１９２条第１項に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護事業者をいう。）（第６７条において「指定小規模多機能型居宅介護事

業者等」という。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者（甲府市指

定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例（平成２４年１２月条例第４２号。以下「指定地域密着型介護予防サ

ービス基準条例」という。）第４５条第１項に規定する指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者をいう。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとお

りとする。 

⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第



 

８３条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第

１９２条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）

又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準条例第４５条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所をいう。第６７条において同じ。）（以下「指定小規模多機能型居宅

介護事業所等」という。）の登録定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の登録者（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第１項若しくは第

１９２条第１項又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４５条第１項

に規定する登録者をいう。）の数と共生型生活介護（指定障害福祉サービス等

基準条例第１０１条に規定する共生型生活介護をいう。）、共生型自立訓練

（機能訓練）（指定障害福祉サービス等基準条例第１４４条に規定する共生型

自立訓練（機能訓練）をいう。）若しくは共生型自立訓練（生活訓練）（指定

障害福祉サービス等基準条例第１５９条に規定する共生型自立訓練（生活訓

練）をいう。）又は共生型児童発達支援若しくは共生型放課後等デイサービス

（第８６条に規定する共生型放課後等デイサービスをいう。）（以下「共生型

通いサービス」という。）を利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以下こ

の条において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第７項に規定するサテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第６７条において同じ。）、サ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス

基準条例第１９２条第８項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所をいう。第６７条において同じ。）又はサテライト型指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準条例

第４５条第７項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所をいう。）（以下「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所

等」という。）にあっては、１８人）以下とすること。 

⑵ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する指定小規模多機能型居宅介

護（指定地域密着型サービス基準条例第８２条に規定する指定小規模多機能型



 

居宅介護をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サー

ビス基準条例第１９１条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をい

う。）（第６７条において「指定小規模多機能型居宅介護等」という。）又は

指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基準

条例第４４条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。）のう

ち通いサービス（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第１項若しくは第

１９２条第１項又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４５条第１項

に規定する通いサービスをいう。以下同じ。）の利用定員（当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者の数と共生型通いサービスを

受ける障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。）を登録定

員の２分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては、次の表の左欄に掲げる登録定員の区分に応じそれぞ

れ同表の右欄に定める人数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所

等にあっては、１２人）までの範囲内とすること。 

      登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

⑶ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定地域密着型サー

ビス基準条例第８７条第２項第１号若しくは第１９６条第２項第１号又は指定

地域密着型介護予防サービス基準条例第４９条第２項第１号に規定する居間及

び食堂をいう。）は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者数を通いサービスの

利用者数並びに共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数で

あるとした場合における指定地域密着型サービス基準条例第８３条若しくは第

１９２条又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４５条に規定する基

準を満たしていること。 

⑸ 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービスを提供するた

め、障害児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を受けているこ



 

と。 

（準用） 

第６０条 第６条、第９条、第１０条及び前節（第１３条を除く。）の規定は、共

生型児童発達支援の事業について準用する。 

第６節 基準該当通所支援に関する基準 

（従業者の員数） 

第６１条 基準該当児童発達支援事業者（児童発達支援に係る基準該当通所支援

（以下「基準該当児童発達支援」という。）の事業を行う者をいう。）が当該事

業を行う事業所（以下「基準該当児童発達支援事業所」という。）に置くべき従

業者及びその員数は、次のとおりとする。 

⑴ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 基準該当児童発達支援の

単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当児童発達支援の提

供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数が、ア又

はイに掲げる障害児の数の区分に応じ、それぞれア又はイに定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又は

その端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第１号の基準該当児童発達支援の単位は、基準該当児童発達支援であっ

て、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

３ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上

は、児童指導員又は保育士でなければならない。 

（設備） 

第６２条 基準該当児童発達支援事業所は、指導訓練を行う場所を確保するととも

に、基準該当児童発達支援の提供に必要な設備、備品等を備えなければならな

い。 

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所は、訓練に必要な機械器具等を備えなけれ

ばならない。 

３ 第１項に規定する設備、備品等は、専ら当該基準該当児童発達支援の事業の用



 

に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、

この限りでない。 

（利用定員） 

第６３条 基準該当児童発達支援事業所は、その利用定員を１０人以上とする。 

（準用） 

第６４条 第６条、第９条及び第４節（第１３条、第２５条第１項及び第４項、第

２６条、第２７条第１項、第３３条、第３５条、第４８条並びに第５３条第２項

を除く。）の規定は、基準該当児童発達支援の事業について準用する。 

（指定生活介護事業所に関する特例） 

第６５条 次に掲げる要件を満たした指定生活介護事業者が地域において児童発達

支援が提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児

に対して指定生活介護を提供する場合には、当該指定生活介護を基準該当児童発

達支援と、当該指定生活介護を行う指定生活介護事業所を基準該当児童発達支援

事業所とみなす。この場合において、この節（前条（第２５条第２項、第３項、

第５項及び第６項の規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指

定生活介護事業所については適用しない。 

⑴ 当該指定生活介護事業所の従業者の員数が、当該指定生活介護事業所が提供

する指定生活介護の利用者の数を指定生活介護の利用者の数及びこの条の規定

により基準該当児童発達支援とみなされる指定生活介護を受ける障害児の数の

合計数であるとした場合における当該指定生活介護事業所として必要とされる

数以上であること。 

⑵ この条の規定に基づき基準該当児童発達支援とみなされる指定生活介護を受

ける障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害児入所施設その他の

関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（指定通所介護事業所等に関する特例） 

第６６条 次に掲げる要件を満たした指定通所介護事業者等が地域において児童発

達支援が提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害

児に対して指定通所介護等を提供する場合には、当該指定通所介護等を基準該当

児童発達支援と、当該指定通所介護等を行う指定通所介護事業所等を基準該当児

童発達支援事業所とみなす。この場合において、この節（第６４条（第２５条第



 

２項、第３項、第５項及び第６項の規定を準用する部分に限る。）を除く。）の

規定は、当該指定通所介護事業所等については適用しない。 

⑴ 当該指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介護等

の利用者の数とこの条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定通

所介護等を受ける障害児の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上

であること。 

⑵ 当該指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所等が

提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及びこの

条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等を受ける障

害児の数の合計数であるとした場合における当該指定通所介護事業所等として

必要とされる数以上であること。 

⑶ この条の規定に基づき基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等を

受ける障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害児入所施設その他

の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） 

第６７条 次に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業者等が地域

において児童発達支援が提供されていないこと等により児童発達支援を受けるこ

とが困難な障害児に対して指定小規模多機能型居宅介護等のうち通いサービス

（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４５条第１項に規定する通いサー

ビスを除く。以下この条において同じ。）を提供する場合には、当該通いサービ

スを基準該当児童発達支援と、当該通いサービスを行う指定小規模多機能型居宅

介護事業所等（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を除く。以下この条

において同じ。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この場合において、

この節（第６４条（第２５条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定を準用す

る部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

等については適用しない。 

⑴ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第

１項又は第１９２条第１項に規定する登録者をいう。）の数と指定障害福祉サ

ービス等基準条例第１０６条の規定により基準該当生活介護とみなされる通い



 

サービス、指定障害福祉サービス等基準条例第１４８条の規定により基準該当

自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは指定障害福祉サービ

ス等基準条例第１６３条の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなさ

れる通いサービス又はこの条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる

通いサービス若しくは第９０条において準用するこの条の規定により基準該当

放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数

の上限をいう。次号において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所又はサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては、１８人）以下とすること。 

⑵ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者の数と指定障害

福祉サービス等基準条例第１０６条の規定により基準該当生活介護とみなされ

る通いサービス、指定障害福祉サービス等基準条例第１４８条の規定により基

準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは指定障害福祉

サービス等基準条例第１６３条の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）と

みなされる通いサービス又はこの条の規定により基準該当児童発達支援とみな

される通いサービス若しくは第９０条において準用するこの条の規定により基

準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障

害児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。）を登録定員の２分の１から

１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあ

っては、次の表の左欄に掲げる登録定員の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定

める人数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又はサテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、１２人）までの範囲内と

すること。 

      登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

⑶ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定地域密着型

http://www.pref.yamanashi.jp/somu/shigaku/reiki/reiki_honbun/a500RG00001530.html#e000001317


 

サービス基準条例第８７条第２項第１号又は第１９６条第２項第１号に規定す

る居間及び食堂をいう。）は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有するこ

と。 

⑷ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者の数を通いサー

ビスの利用者の数並びに指定障害福祉サービス等基準条例第１０６条の規定に

より基準該当生活介護とみなされる通いサービス、指定障害福祉サービス等基

準条例第１４８条の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通

いサービス若しくは指定障害福祉サービス等基準条例第１６３条の規定により

基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又はこの条の規定に

より基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは第９０条におい

て準用するこの条の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通

いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした場合における

指定地域密着型サービス基準条例第８３条又は第１９２条に規定する基準を満

たしていること。 

⑸ この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービスを受け

る障害児に対して適切なサービスを提供するため、障害児入所施設その他の関

係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

第３章 医療型児童発達支援 

第１節 基本方針 

第６８条 医療型児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定医療型児童発達支

援」という。）の事業は、障害児が日常生活における基本的動作及び知識技能を

習得し、並びに集団生活に適応することができるよう、当該障害児の身体及び精

神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練並

びに治療を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

第６９条 指定医療型児童発達支援の事業を行う者（以下「指定医療型児童発達支

援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定医療型児童発達支援

事業所」という。）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 



 

⑴ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診療所として必要とされる

従業者 同法に規定する診療所として必要とされる数 

⑵ 児童指導員 １以上 

⑶ 保育士 １以上 

⑷ 看護職員 １以上 

⑸ 理学療法士又は作業療法士 １以上 

⑹ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定医療型児童発達支援事業所において日常

生活を営むのに必要な言語訓練等を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなけ

ればならない。 

３ 第１項各号及び前項に規定する従業者は、専ら当該指定医療型児童発達支援事

業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がな

い場合は、障害児の保護に直接従事する従業者を除き、併せて設置する他の社会

福祉施設の職務に従事させることができる。 

（準用） 

第７０条 第９条の規定は、指定医療型児童発達支援の事業について準用する。 

第３節 設備に関する基準 

第７１条 指定医療型児童発達支援事業所の設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 医療法に規定する診療所として必要とされる設備を有すること。 

⑵ 指導訓練室、屋外訓練場、相談室及び調理室を有すること。 

⑶ 浴室及び便所の手すり等身体の機能の不自由を助ける設備を有すること。 

２ 指定医療型児童発達支援事業所は、その階段の傾斜を緩やかにしなければなら

ない。 

３ 第１項各号に掲げる設備は、専ら当該指定医療型児童発達支援の事業の用に供

するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、同項

第１号に掲げる設備を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の設備と兼ねるこ

とができる。 

第４節 運営に関する基準 

（利用定員） 

第７２条 指定医療型児童発達支援事業所は、その利用定員を１０人以上とする。 



 

（通所利用者負担額等の受領） 

第７３条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援を提供した

際は、通所給付決定保護者から当該指定医療型児童発達支援に係る通所利用者負

担額の支払を受けるものとする。 

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わない指定医療型児童発

達支援を提供した際は、通所給付決定保護者から、次に掲げる費用の額の支払を

受けるものとする。 

⑴ 当該指定医療型児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額 

⑵ 当該指定医療型児童発達支援のうち肢体不自由児通所医療（食事療養（健康

保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第２項第１号に規定する食事療養

をいう。）を除く。）に係るものにつき健康保険の療養に要する費用の額の算

定方法の例により算定した費用の額 

３ 指定医療型児童発達支援事業者は、前２項の規定により支払を受ける額のほ

か、指定医療型児童発達支援において提供される便宜に要する費用のうち、次に

掲げる費用の額の支払を通所給付決定保護者から受けることができる。 

⑴ 食事の提供に要する費用 

⑵ 日用品費 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定医療型児童発達支援において提供される便

宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用で

あって、通所給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第１号に掲げる費用については、基準省令第６０条第４項の規定により厚

生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定医療型児童発達支援事業者は、第１項から第３項までの費用の額の支払を

受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保

護者に対し交付しなければならない。 

６ 指定医療型児童発達支援事業者は、第３項に掲げる費用に係るサービスの提供

に当たっては、あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、当該サービスの内容及

び費用について説明を行い、その同意を得なければならない。 

（障害児通所給付費の額に係る通知等） 

第７４条 指定医療型児童発達支援事業者は、法定代理受領により指定医療型児童



 

発達支援に係る障害児通所給付費又は肢体不自由児通所医療費の支給を受けた場

合は、通所給付決定保護者に対し、当該通所給付決定保護者に係る障害児通所給

付費及び肢体不自由児通所医療費の額を通知しなければならない。 

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、前条第２項の法定代理受領を行わない指定

医療型児童発達支援に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した指定医

療型児童発達支援の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサー

ビス提供証明書を通所給付決定保護者に対して交付しなければならない。 

（通所給付決定保護者に関する市町村への通知） 

第７５条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援を受けてい

る障害児に係る通所給付決定保護者が偽りその他不正な行為によって障害児通所

給付費若しくは特例障害児通所給付費又は肢体不自由児通所医療費の支給を受

け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知

しなければならない。 

（運営規程） 

第７６条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援事業所ごと

に、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めなければなら

ない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 利用定員 

⑸ 指定医療型児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する費用

の種類及びその額 

⑹ 通常の事業の実施地域（当該指定医療型児童発達支援事業所が通常時に指定

医療型児童発達支援を提供する地域をいう。） 

⑺ サービスの利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 



 

（情報の提供等） 

第７７条 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発達支援を利用しよ

うとする障害児が、これを適切かつ円滑に利用できるように、当該指定医療型児

童発達支援事業者が実施する事業の内容に関する情報の提供を行うよう努めなけ

ればならない。 

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、当該指定医療型児童発達支援事業者につい

て広告をする場合において、その内容を虚偽のもの又は誇大なものとしてはなら

ない。 

（準用） 

第７８条 第１４条から第２４条まで、第２６条、第２８条（第４項及び第５項を

除く。）から第３６条まで、第３８条、第４０条から第４３条まで、第４５条か

ら第４９条まで、第５１条から第５４条まで及び第５６条の規定は、指定医療型

児童発達支援の事業について準用する。この場合において、第１４条第１項中

「第３９条」とあるのは「第７６条」と、第１８条中「いう。第３９条第６号及

び」とあるのは「いう。」と、第２４条第２項ただし書中「次条」とあるのは

「第７３条」と、第２８条第１項及び第２９条中「児童発達支援計画」とあるの

は「医療型児童発達支援計画」と、第３６条中「医療機関」とあるのは「他の専

門医療機関」と、第４５条中「従業者の勤務の体制、協力医療機関」とあるのは

「従業者の勤務の体制」と、第５６条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあ

るのは「医療型児童発達支援計画」と、同項第３号中「第３７条」とあるのは

「第７５条」と読み替えるものとする。 

第４章 放課後等デイサービス 

第１節 基本方針 

第７９条 放課後等デイサービスに係る指定通所支援（以下「指定放課後等デイサ

ービス」という。）の事業は、障害児が生活能力の向上のために必要な訓練を行

い、及び社会との交流を図ることができるよう、当該障害児の身体及び精神の状

況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓練を行うも

のでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

http://www.pref.yamanashi.jp/somu/shigaku/reiki/reiki_honbun/a500RG00001530.html#e000000626


 

第８０条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放課後等デイサ

ービス事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定放課後等デイサ

ービス事業所」という。）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとす

る。 

⑴ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 指定放課後等デイサービ 

スの単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサー

ビスの提供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数

が、ア又はイに掲げる障害児の数の区分に応じ、それぞれア又はイに定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又は

その端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定放課後等デイサービス事業所において日

常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員を置かなけ

ればならない。この場合において、当該機能訓練担当職員が指定放課後等デイサ

ービスの単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサ

ービスの提供に当たる場合には、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員、保育

士又は障害福祉サービス経験者の合計数に含めることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等

デイサービス事業所に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。ただ

し、指定放課後等デイサービスの単位ごとにその提供を行う時間帯のうち日常生

活を営むのに必要な機能訓練を行わない時間帯については、第４号の機能訓練担

当職員を置かないことができる。 

⑴ 嘱託医 １以上 

⑵ 看護職員 １以上 

⑶ 児童指導員又は保育士 １以上 

⑷ 機能訓練担当職員 １以上 

⑸ 児童発達支援管理責任者 １以上 

４ 第１項第１号及び第２項の指定放課後等デイサービスの単位は、指定放課後等

デイサービスであって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に



 

行われるものをいう。 

５ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者のうち、１人

以上は、常勤でなければならない。 

６ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上

は、児童指導員又は保育士でなければならない。 

７ 第１項第２号の児童発達支援管理責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤で

なければならない。 

（準用） 

第８１条 第９条及び第１０条の規定は、指定放課後等デイサービスの事業につい

て準用する。 

第３節 設備に関する基準 

第８２条 指定放課後等デイサービス事業所は、指導訓練室及び相談室のほか、指

定放課後等デイサービスの提供に必要な設備、備品等を備えなければならない。

ただし、当該指定放課後等デイサービス事業所と同一の敷地内に他の事業所、施

設等がある場合において、当該他の事業所、施設等の設備を当該指定放課後等デ

イサービス事業所の相談室として使用することができるときは、障害児の支援に

支障がない場合に限り、相談室を設けないことができる。 

２ 前項に規定する指導訓練室は、訓練に必要な機械器具等を備えなければならな

い。 

３ 第１項に規定する相談室は、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り

等を備えなければならない。 

４ 第１項に規定する相談室及び指定放課後等デイサービスの提供に必要な設備

は、障害児の支援に支障がない場合は、兼用することができる。 

５ 第１項に規定する設備、備品等は、専ら当該指定放課後等デイサービスの事業

の用に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合

は、この限りでない。 

第４節 運営に関する基準 

（利用定員） 

第８３条 指定放課後等デイサービス事業所は、その利用定員を１０人以上とす

る。ただし、主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業



 

所にあっては、利用定員を５人以上とすることができる。 

（通所利用者負担額の受領） 

第８４条 指定放課後等デイサービス事業者は、指定放課後等デイサービスを提供

した際は、通所給付決定保護者から当該指定放課後等デイサービスに係る通所利

用者負担額の支払を受けるものとする。 

２ 指定放課後等デイサービス事業者は、法定代理受領を行わない指定放課後等デ

イサービスを提供した際は、通所給付決定保護者から、当該指定放課後等デイサ

ービスに係る指定通所支援費用基準額の支払を受けるものとする。 

３ 指定放課後等デイサービス事業者は、前２項の規定により支払を受ける額のほ

か、指定放課後等デイサービスにおいて提供される便宜に要する費用のうち、日

常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、通所給付決定保護者

に負担させることが適当と認められるものの額の支払を通所給付決定保護者から

受けることができる。 

４ 指定放課後等デイサービス事業者は、前３項に規定する費用の額の支払を受け

た場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保護者

に対し交付しなければならない。 

５ 指定放課後等デイサービス事業者は、第３項に規定する費用に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、当該サービスの内

容及び費用について説明を行い、その同意を得なければならない。 

（準用） 

第８５条 第１４条から第２４条まで、第２６条から第３２条まで、第３４条、第

３６条から第４７条まで、第４９条から第５２条まで、第５３条第１項及び第

５４条から第５６条までの規定は、指定放課後等デイサービスの事業について準

用する。この場合において、第１８条中「いう。第３９条第６号及び第５３条第

２項」とあるのは「いう。第８５条において準用する第３９条第６号」と、第

２４条第２項ただし書中「次条」とあるのは「第８４条」と、第２７条第２項中

「第２５条第２項」とあるのは「第８４条第２項」と、第２８条第１項、第２９

条及び第５６条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイ

サービス計画」と読み替えるものとする。 

第５節 共生型障害児通所支援に関する基準 



 

（準用） 

第８６条 第９条、第１０条、第１４条から第２４条まで、第２６条から第３２条

まで、第３４条、第３６条から第４７条まで、第４９条から第５２条まで、第

５３条第１項、第５４条から第５９条まで、第７９条及び第８４条の規定は、共

生型放課後等デイサービス（放課後等デイサービスに係る共生型通所支援をい

う。）の事業について準用する。 

第６節 基準該当通所支援に関する基準 

（従業者の員数等） 

第８７条 基準該当放課後等デイサービス事業者（放課後等デイサービスに係る基

準該当通所支援（以下「基準該当放課後等デイサービス」という。）の事業を行

う者をいう。）が当該事業を行う事業所（以下「基準該当放課後等デイサービス

事業所」という。）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

⑴ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 基準該当放課後等デイサ

ービスの単位ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当放課後等

デイサービスの提供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者

の合計数が、ア又はイに掲げる障害児の数の区分に応じ、それぞれア又はイに

定める数 

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上 

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又は

その端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第１号の基準該当放課後等デイサービスの単位は、基準該当放課後等デイ

サービスであって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行わ

れるものをいう。 

３ 第１項第１号の児童指導員、保育士及び障害福祉サービス経験者の半数以上

は、児童指導員又は保育士でなければならない。 

（設備） 

第８８条 基準該当放課後等デイサービス事業所は、指導訓練を行う場所を確保す

るとともに、基準該当放課後等デイサービスの提供に必要な設備、備品等を備え

なければならない。 



 

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所は、訓練に必要な機械器具等を備えなけれ

ばならない。 

３ 第１項に規定する設備、備品等は、専ら当該基準該当放課後等デイサービスの

事業の用に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない

場合は、この限りでない。 

（利用定員） 

第８９条 基準該当放課後等デイサービス事業所は、その利用定員を１０人以上と

する。 

（準用） 

第９０条 第９条、第１４条から第２４条まで、第２７条第２項、第２８条から第

３２条まで、第３４条、第３６条から第４７条まで、第４９条から第５２条ま 

で、第５３条第１項、第５４条から第５６条まで、第６５条から第６７条まで、

第７９条及び第８４条（第１項を除く。）の規定は、基準該当放課後等デイサー

ビスの事業について準用する。 

第５章 居宅訪問型児童発達支援 

第１節 基本方針 

第９１条 居宅訪問型児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定居宅訪問型児

童発達支援」という。）の事業は、障害児が日常生活における基本的動作及び知

識技能を修得し、並びに生活能力の向上を図ることができるよう、当該障害児の

身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な支援

を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業員の員数等） 

第９２条 指定居宅訪問型児童発達支援の事業を行う者（以下「指定居宅訪問型児

童発達支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定居宅訪問型

児童発達支援事業所」という。）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおり

とする。 

 ⑴ 訪問支援員 事業規模に応じて訪問支援を行うために必要な数 

 ⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第１号の訪問支援員は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員



 

若しくは保育士の資格を取得後又は児童指導員若しくは心理指導担当職員（学校

教育法の規定による大学の学部で、心理学を専修する学科若しくはこれに相当す

る課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの

又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をいう。）として配置された

日以後、障害児について、入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、及び当該障

害児の介護を行う者に対して介護に関する指導を行う業務又は日常生活における

基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練その

他の支援（以下「訓練等」という。）を行い、及び当該障害児の訓練等を行う者

に対して訓練等に関する指導を行う業務その他職業訓練又は職業教育に係る業務

に３年以上従事した者でなければならない。 

３ 第１項第２号の児童発達支援管理責任者のうち、１人以上は、専ら当該指定居

宅訪問型児童発達支援事業所の職務に従事する者でなければならない。 

（準用） 

第９３条 第９条の規定は、指定居宅訪問型児童発達支援の事業について準用す

る。この場合において、同条中「ただし、」とあるのは、「ただし、第９２条第

１項第１号に掲げる訪問支援員及び同項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者

を併せて兼ねる場合を除き、」と読み替えるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

第９４条 指定居宅訪問型児童発達支援事業所には、事業の運営を行うために必要

な広さを有する専用の区画を設けるほか、指定居宅訪問型児童発達支援の提供に

必要な設備、備品等を備えなければならない。 

２ 前項に規定する設備、備品等は、専ら当該指定居宅訪問型児童発達支援の事業

の用に供するものでなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合

は、この限りでない。 

第４節 運営に関する基準 

（身分を証する書類の携行） 

第９５条 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、従業者に身分を証する書類を携

行させ、初回訪問時及び障害児又は通所給付決定保護者その他の当該障害児の家

族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

（通所利用者負担額の受領） 



 

第９６条 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、指定居宅訪問型児童発達支援を

提供した際は、通所給付決定保護者から当該指定居宅訪問型児童発達支援に係る

通所利用者負担額の支払を受けるものとする。 

２ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わない指定居宅訪問

型児童発達支援を提供した際は、通所給付決定保護者から、当該指定居宅訪問型

児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額の支払を受けるものとする。 

３ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、前２項の規定により支払を受ける額の

ほか、通所給付決定保護者の選定により通常の事業の実施地域（当該指定居宅訪

問型児童発達支援事業所が通常時に指定居宅訪問型児童発達支援を提供する地域

をいう。次条第５号において同じ。）以外の地域において指定居宅訪問型児童発

達支援を提供する場合は、それに要した交通費の額の支払を通所給付決定保護者

から受けることができる。 

４ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、前３項に規定する費用の額の支払を受

けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通所給付決定保護

者に対し交付しなければならない。 

５ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、第３項の交通費については、あらかじ

め、通所給付決定保護者に対し、その額について説明を行い、通所給付決定保護

者の同意を得なければならない。 

（運営規程） 

第９７条 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、指定居宅訪問型児童発達支援事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めなけ

ればならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定居宅訪問型児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護者から受領する

費用の種類及びその額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ サービスの利用に当たっての留意事項 

⑺ 緊急時等における対応方法 



 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（準用） 

第９８条 第１４条から第２４条まで、第２６条、第２７条、第２８条（第４項及

び第５項を除く。）、第２９条から第３２条まで、第３４条、第３６条から第

３８条まで、第４０条、第４３条から第４７条まで、第４９条、第５１条、第

５２条、第５３条第１項、第５４条から第５６条まで及び第７７条の規定は、指

定居宅訪問型児童発達支援の事業について準用する。この場合において、第１４

条第１項中「第３９条」とあるのは「第９７条」と、第１８条中「いう。第３９

条第６号及び第５３条第２項において同じ。」とあるのは「いう。」と、第２４

条第２項ただし書中「次条」とあるのは「第９６条」と、第２７条第２項中「第

２５条第２項」とあるのは「第９６条第２項」と、第２８条第１項、第２９条及

び第５６条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「居宅訪問型児童発

達支援計画」と読み替えるものとする。 

第６章 保育所等訪問支援 

第１節 基本方針 

第９９条 保育所等訪問支援に係る指定通所支援（以下「指定保育所等訪問支援」

という。）の事業は、障害児が障害児以外の児童との集団生活に適応することが

できるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応

じて適切かつ効果的な支援を行うものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

第１００条 指定保育所等訪問支援の事業を行う者（以下「指定保育所等訪問支援

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定保育所等訪問支援事業

所」という。）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

⑴ 訪問支援員 事業規模に応じて訪問支援を行うために必要な数 

⑵ 児童発達支援管理責任者 １以上 

２ 前項第２号の児童発達支援管理責任者のうち、１人以上は、専ら当該指定保育

所等訪問支援事業所の職務に従事する者でなければならない。 

（準用） 



 

第１０１条 第９条の規定は、指定保育所等訪問支援の事業について準用する。こ

の場合において、同条中「ただし、」とあるのは、「ただし、第１００条第１項

第１号に掲げる訪問支援員及び同項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者を併

せて兼ねる場合を除き、」と読み替えるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（準用） 

第１０２条 第９４条の規定は、指定保育所等訪問支援の事業について準用する。 

第４節 運営に関する基準 

（準用） 

第１０３条 第１４条から第２４条まで、第２６条、第２７条、第２８条（第４項

及び第５項を除く。）、第２９条から第３２条まで、第３４条、第３６条から第

３８条まで、第４０条、第４３条、第４５条から第４７条まで、第４９条、第

５１条、第５２条、第５３条第１項、第５４条から第５６条まで、第７７条及び

第９５条から第９７条までの規定は、指定保育所等訪問支援の事業について準用

する。この場合において、第１４条第１項中「第３９条」とあるのは「第１０３

条において準用する第９７条」と、第１８条中「いう。第３９条第６号及び第

５３条第２項において同じ。」とあるのは「いう。」と、第２４条第２項ただし

書中「次条」とあるのは「第１０３条において準用する第９６条」と、第２７条

第２項中「第２５条第２項」とあるのは「第１０３条において準用する第９６条

第２項」と、第２８条第１項及び第２９条中「児童発達支援計画」とあるのは

「保育所等訪問支援計画」と、第４５条中「従業者の勤務の体制、協力医療機

関」とあるのは「従業者の勤務の体制」と、第５６条第２項第２号中「児童発達

支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と読み替えるものとする。 

第７章 多機能型事業所に関する特例 

（従業者の員数に関する特例） 

第１０４条 多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機能型事業所

に限る。）に係る事業を行う者に対する第７条第１項、第２項及び第４項、第８

条、第６９条、第８０条第１項、第２項及び第４項、第９２条第１項並びに第

１００条第１項の規定の適用については、第７条第１項中「事業所（以下「指定

児童発達支援事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１



 

号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第２項中「指定

児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、「指定児童発達支援」

とあるのは「指定通所支援」と、同条第４項中「指定児童発達支援」とあるのは

「指定通所支援」と、第８条第１項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、同項第２号ア中「指定児童発達支援」とあるのは「指定

通所支援」と、同条第２項及び第３項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、同項第１号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通

所支援」と、同条第４項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事

業所」と、同条第５項中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、

同条第６項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、

「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」と、第６９条第１項中

「事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」という。）」とあり、並びに

同条第２項及び第３項中「指定医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能

型事業所」と、第８０条第１項中「事業所（以下「指定放課後等デイサービス事

業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中「指定放課

後等デイサービス」とあるのは「指定通所支援」と、同条第２項中「指定放課後

等デイサービス事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、「指定放課後等デイ

サービスの」とあるのは「指定通所支援の」と、同条第４項中「指定放課後等デ

イサービス」とあるのは「指定通所支援」と、第９２条第１項中「事業所（以下

「指定居宅訪問型児童発達支援事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業

所」と、第１００条第１項中「事業所（以下「指定保育所等訪問支援事業所」と

いう。）」とあるのは「多機能型事業所」とする。 

２ 利用定員の合計が２０人未満である多機能型事業所（この条例に規定する事業

のみを行う多機能型事業所を除く。）は、第７条第５項及び第８０条第５項の規

定にかかわらず、当該多機能型事業所に置くべき従業者（児童発達支援管理責任

者、嘱託医及び管理者を除く。）のうち、１人以上は、常勤でなければならない

とすることができる。 

（設備に関する特例） 

第１０５条 多機能型事業所については、サービスの提供に支障を来さないよう配

慮しつつ、一体的に事業を行う他の多機能型事業所の設備を兼用することができ
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る。 

（利用定員に関する特例） 

第１０６条 多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機能型事業所

に限る。）は、第１３条、第７２条及び第８３条の規定にかかわらず、その利用

定員を、当該多機能型事業所が行う全ての指定通所支援の事業を通じて１０人以

上とすることができる。 

２ 利用定員の合計が２０人以上である多機能型事業所（この条例に規定する事業

のみを行う多機能型事業所を除く。）は、第１３条、第７２条及び第８３条の規

定にかかわらず、指定児童発達支援、指定医療型児童発達支援又は指定放課後等

デイサービスの利用定員を５人以上（指定児童発達支援の事業、指定医療型児童

発達支援の事業又は指定放課後等デイサービスの事業を併せて行う場合にあって

は、これらの事業を通じて５人以上）とすることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる多機能型事業

所は、第１３条、第７２条及び第８３条の規定にかかわらず、その利用定員を５

人以上とすることができる。 

４ 第２項の規定にかかわらず、多機能型事業所は、主として重度の知的障害及び

重度の上肢、下肢又は体幹の機能の障害が重複している障害者を通わせる生活介

護の事業を併せて行う場合にあっては、第１３条、第７２条及び第８３条の規定

にかかわらず、その利用定員を、当該多機能型事業所が行う全ての事業を通じて

５人以上とすることができる。 

５ 振興山村その他の地域であって基準省令第８２条第５項の規定により厚生労働

大臣が定めるもののうち、将来的にも利用者の確保の見込みがないものとして市

長が認めるものにおいて事業を行う多機能型事業所（この条例に規定する事業の

みを行う多機能型事業所を除く。）については、第２項中「２０人」とあるの

は、「１０人」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直
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すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関す

る法律（平成２２年法律第７１号。以下この項において「整備法」という。）附

則第２２条第２項の規定により整備法第５条の規定による改正後の児童福祉法第

２１条の５の３第１項の指定を受けたものとみなされている者に対する第８条第

１項第２号ア及び第３項第１号の規定の適用については、当分の間、同ア中「指

定児童発達支援の単位ごとに、通じておおむね障害児の数を４で除して得た数以

上」とあるのは「通じておおむね障害児である乳児又は幼児の数を４で除して得

た数及び障害児である少年の数を７．５で除して得た数の合計数以上」と、同号

中「言語聴覚士 指定児童発達支援の単位ごとに４以上」とあるのは「聴能訓練

担当職員（聴能訓練を担当する職員をいう。）及び言語機能訓練担当職員（言語

機能の訓練を担当する職員をいう。） それぞれ２以上」とする。 

３ 平成２５年４月１日前から存する指定児童発達支援事業所の建物（同日におい

て建築中のものを含み、同日後に増築され、又は全面的に改築された部分を除  

く。）については、当分の間、第１１条第１項に規定する相談室を設けないこと 

ができる。 

４ 平成２５年４月１日前から存する指定放課後等デイサービス事業所の建物（同

日において建築中のものを含み、同日後に増築され、又は全面的に改築された部

分を除く。）については、当分の間、第８２条第１項に規定する相談室を設けな

いことができる。 

 （甲府市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定 

める条例の一部改正） 

５ 甲府市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定 

める条例（平成２４年１２月条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

  第６０条の２０の２中「山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める

条例（平成２４年山梨県条例第６６号。以下この条において「指定通所支援条

例」という。）第７条第１項」を「甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例（令和元年６月条例第３号。以下この条にお

いて「指定通所支援基準条例」という。）第７条第１項」に、「指定通所支援条

例第６条」を「指定通所支援基準条例第６条」に、「指定通所支援条例第７４条

第１項」を「指定通所支援基準条例第８０条第１項」に、「指定通所支援条例第



 

７３条」を「指定通所支援基準条例第７９条」に、「指定通所支援条例第７条第

１項」を「指定通所支援基準条例第７条第１項」に改める。 

（甲府市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正） 

６ 甲府市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成３１年３月条例第４号）の一部を次のように改正する。 

  第１１８条中「山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める条例（平

成２４年山梨県条例第６６号」を「甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例（令和元年６月条例第３号」に、「第７４条

第１項」を「第８０条第１項」に、「第７３条」を「第７９条」に改める。 

 （甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正） 

７ 甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例（平成３１年３月条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１７号中「山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める条例

（平成２４年山梨県条例第６６号」を「甲府市指定通所支援の事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年６月条例第３号」に、「第

６３条」を「第６８条」に、「第７３条」を「第７９条」に、「第８２条の２」

を「第９１条」に、「第８３条」を「第９９条」に改める。 

  第１０１条中「第７４条第１項」を「第８０条第１項」に、「第７３条」を

「第７９条」に改める。 

第１０３条第１号中「第５６条の２」を「第５７条」に、「第７９条の２」を

「第８６条」に改める。 

  第１０６条第１号、第２号及び第４号、第１２３条第１号及び第２号、第

１４８条第１号、第２号及び第４号並びに第１６３条第１号、第２号及び第４号

中「第６２条の２」を「第６７条」に、「第８２条」を「第９０条」に改める。 

第２５７条第１項中「第６４条」を「第６９条」に改める。 

（甲府市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

８ 甲府市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成



 

３１年３月条例第８号）の一部を次のように改正する。 

  第９２条第１項中「山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める条例

（平成２４年山梨県条例第６６号」を「甲府市指定通所支援の事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年６月条例第３号」に、「第

６３条」を「第６８条」に、「第７３条」を「第７９条」に改める。 

 



 

 市町村から委託を受けて非常災害により生じた廃棄物の処分を行うための一般廃

棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する条例をここに公

布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第４号 

市町村から委託を受けて非常災害により生じた廃棄物の処分を行うための一

般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第 

１３７号。以下「法」という。）第９条の３の３第２項（同条第３項において読

み替えて準用する法第９条の３第９項により準用する場合を含む。以下同じ。）

の規定に基づき、法第９条の３の３第１項の規定による一般廃棄物処理施設の設

置に係る届出及び同条第３項において読み替えて準用する法第９条の３第８項の

規定による一般廃棄物処理施設の変更に係る届出に際し、市町村から委託を受け

て非常災害により生じた廃棄物の処分を行うための一般廃棄物処理施設を設置す

る者（以下「受託者」という。）が実施した周辺地域の生活環境に及ぼす影響に

ついての調査（以下「生活環境影響調査」という。）の結果及び法第８条第２項

各号に掲げる事項を記載した書類（以下「報告書等」という。）の縦覧手続並び

に生活環境の保全上の見地からの意見書（以下「意見書」という。）の提出の方

法を定めることにより、設置又は変更に関し利害関係を有する者（以下「利害関

係者」という。）に意見書を提出する機会を付与することを目的とする。 

（対象となる施設の種類） 

第２条 報告書等の公衆への縦覧及び意見書の提出の対象となる一般廃棄物処理施 

設は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）

第５条第１項に規定するごみ処理施設のうち焼却施設（以下「施設」という。）



 

とする。 

（縦覧の実施の届出） 

第３条 受託者は、法第９条の３の３第２項の規定により報告書等を公衆の縦覧に 

供しようとするときは、次に掲げる事項を記載した書面を市長に届け出なければ

ならない。 

⑴ 受託者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

⑵ 施設の名称 

⑶ 施設の設置の場所 

⑷ 施設の種類 

⑸ 施設において処理する一般廃棄物の種類 

⑹ 施設の処理能力 

⑺ 実施した生活環境影響調査の項目 

⑻ 報告書等を縦覧に供する場所（以下「縦覧の場所」という。）及び期間（以

下「縦覧の期間」という。） 

⑼ 意見書の提出先 

（縦覧の告示） 

第４条 市長は、前条の規定による届出があったときは、速やかに次に掲げる事項 

を告示するものとする。 

⑴ 前条各号に掲げる事項 

⑵ 利害関係者は、意見書の提出期限までに意見書を受託者に提出することがで

きる旨 

⑶ 意見書の提出期限 

（縦覧の場所及び期間） 

第５条 縦覧の場所は、次に掲げる場所とする。 

 ⑴ 受託者の主たる事業所 

⑵ 甲府市環境部 

⑶ その他市長が必要と認める場所 

２ 縦覧の期間は、前条の規定による告示の日から起算して１月間とする。 

（意見書の提出先及び提出期限） 

第６条 意見書の提出先は、次に掲げる場所とする。 



 

⑴ 受託者の主たる事業所 

⑵ その他市長が必要と認める場所 

２ 意見書の提出期限は、前条第２項の縦覧の期間が満了した日の翌日から起算し 

て２週間を経過する日とする。 

（環境影響評価との関係） 

第７条 施設の設置又は変更に関し、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）又 

は山梨県環境影響評価条例（平成１０年山梨県条例第１号）に基づく環境影響評

価（生活環境影響調査に相当する内容を有するものに限る。）に係る告示、縦覧

等の手続を経たものは、第３条から前条までに規定する手続を経たものとみな

す。 

（他の市町村との協議） 

第８条 市長は、受託者が生活環境影響調査を実施した地域に他の市町村の区域が 

含まれているときは、当該区域を管轄する市町村の長に、報告書等の写しを送付

し、当該区域における縦覧等の手続について協議するものとする。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第５号 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正 

   する条例 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年１０

月条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 別表４８の項中「１２，６００円」を「１２，８００円」に改め、同表４９の項

中 「 １ １ ， １ ０ ０ 円 」 を 「 １ １ ， ３ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 表 ５ ０ の 項 中

「１０，６００円」を「１０，８００円」に改め、同表５１の項中「１０，６００

円」を「１０，８００円」に改め、同表５２の項中「１０，７００円」を

「１０，９００円」に、「５，３５０円」を「５，４５０円」に改め、同表５３の

項中「９，５００円」を「９，６００円」に、「４，７５０円」を「４，８００

円」に改め、同表５４の項及び５５の項中「８，８００円」を「８，９００円」に

改め、同表５６の項中「１０，７００円」を「１０，９００円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関 

する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期

日を公示され又は告示される選挙又は審査について適用し、施行日の前日までに

その期日を公示され又は告示された選挙又は審査については、なお従前の例によ

る。 

 



 

 甲府市母子世帯児童就学資金貸付条例を廃止する条例をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第６号 

   甲府市母子世帯児童就学資金貸付条例を廃止する条例 

 甲府市母子世帯児童就学資金貸付条例（昭和３５年１２月条例第３１号）は、廃

止する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

 甲府市介護保険条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第７号 

   甲府市介護保険条例等の一部を改正する条例 

（甲府市介護保険条例の一部改正） 

第１条 甲府市介護保険条例（平成１２年３月条例第５号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平

成３０年度から平成３２年度までの」を削り、「３万５，０００円」を「平成

３０年度にあっては３万５，０００円と、平成３１年度及び令和２年度にあって

は２万９，１６０円」に改め、同項の次に次の１項を加える。 

 ３ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る第１項第２ 

号に該当する者の各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、平成

３１年度及び令和２年度にあっては、５万６，３９０円とする。 

（甲府市介護保険条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 甲府市介護保険条例の一部を改正する条例（平成３０年３月条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

附則第３項中「平成３０年度から平成３２年度までの」を削り、「５万

４，４４０円」を「平成３０年度にあっては５万４，４４０円と、平成３１年度

及び令和２年度にあっては４万６，６６０円」に改める。 

附則第４項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の甲府市介護保険条 

例の規定は、平成３１年４月１日から適用する。 



 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の甲府市介護保険条例の規定は、平成３１年度以後の年

度分の保険料について適用し、平成３０年度分までの保険料については、なお従

前の例による。 

 



 

 甲府市建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第８号 

   甲府市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 甲府市建築基準法施行条例（昭和５４年１２月条例第３７号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 第２８条の２第１項、第２８条の３第１項、第２８条の４第１項、第２８条の５

第１項、第２８条の６、第２８条の７及び第２８条の８第１項中「第８７条の２」

を「第８７条の４」に改める。 

 別表の第１号中「第８７条の２」を「第８７条の４」に改め、同表の第７号の次

に次のように加える。 

⑺の２ 法第４８条第１６項第

１号の規定に基づく増築等の

許可の申請に対する審査 

用途地域等における増築

等許可申請手数料 

１２万円 

⑺の３ 法第４８条第１６項第

２号の規定に基づく住居の環

境悪化防止措置が講じられて

いる建築物の建築の許可の申

請に対する審査 

住居の環境悪化防止措置

が講じられている建築物

の用途地域等における建

築許可申請手数料 

１４万円 

 

 別表の第９号の２中「第５３条第４項」の次に「及び第５項」を加え、「１６万

円」を「３万３，０００円」に改め、同表の第１０号中「第５３条第５項第３号」

を「第５３条第６項第３号」に改め、同表の第３６号中「第８６条の８第３項」の 

次に「（法第８７条の２第２項において準用する場合を含む。）」を加え、同号の

次に次のように加える。 

 既存の１の建築物に係る （３６）の２ 法第８７条の２第１項 ２万７ , ０００円 



 

の規定に基づく既存の１の建 用途変更に伴う２以上の  

築物に係る用途変更に伴う２

以上の工事を行う場合の全体

計画に関する特例の認定の申

請に対する審査 

工事の全体計画の特例認

定申請手数料 

 

（３６）の３ 法第８７条の３第５項

の規定に基づく興行場等とし

ての使用の許可の申請に対す

る審査 

（３６）の４ 法第８７条の３第６項

の規定に基づく特別興行場等

としての使用の許可の申請に

対する審査 

興行場等としての使用許

可申請手数料 

 

 

特別興行場等としての使

用許可申請手数料 

 

 

１２万円 

 

 

 

１６万円 

 

 

 

   附 則 

１ この条例は、建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）の 

施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表の第９号の２の規定は、この条例の施行の日以後 

にされた申請に係る手数料について適用し、同日前にされた申請に係る手数料に

ついては、なお従前の例による。 

 



 

 甲府市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手

続に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第９号 

   甲府市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等

の手続に関する条例の一部を改正する条例 

 甲府市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手

続に関する条例（平成１２年７月条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

 第８条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。 

（非常災害に係る一般廃棄物処理施設についての準用） 

第８条 第２条から前条までの規定は、法第９条の３の２第２項の規定により適用 

する法第９条の３第２項の規定に基づく非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設

置又は変更における報告書等の縦覧及び意見書の提出について準用する。この場

合において、第４条第２項中「１月間」とあるのは「１月間の範囲内で、非常災

害の状況を勘案して市長が必要と認める期間として当該告示で指定する期間」と

読み替えるものとする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 



 

規則  
 

 

 市町村から委託を受けて非常災害により生じた廃棄物の処分を行うための一般廃

棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する条例施行規則を

ここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第２号 

   市町村から委託を受けて非常災害により生じた廃棄物の処分を行うための一

般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する条例

施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、市町村から委託を受けて非常災害により生じた廃棄物の処分 

を行うための一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に

関する条例（令和元年６月条例第４号。以下「条例」という。）の施行について

必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

（甲府市環境部における縦覧時間等） 

第３条 甲府市環境部における縦覧は、甲府市の休日を定める条例（平成元年３月 

条例第１３号）第１条第１項各号に掲げる日を除く日の午前８時３０分から午後

５時１５分までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、報告書等を縦 

覧に供しない日を設け、又は縦覧の時間を変更することができる。 

（意見書の記載事項） 



 

第４条 意見書を提出しようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した書面に 

より、これを行うものとする。 

⑴ 氏名及び住所 ( 法人にあっては、名称、代表者の氏名及び登記された事務所

又は事業所の所在地 )  

⑵ 意見書の提出の対象となる施設の名称 

⑶ 意見書の提出の対象となる施設の設置又は変更につき有する利害関係 

⑷ 生活環境の保全上の見地からの意見 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

 甲府市副市長の事務分担及び市長の職務を代理する副市長の順序を定める規則の 

一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３号 

   甲府市副市長の事務分担及び市長の職務を代理する副市長の順序を定める規 

   則の一部を改正する規則 

 甲府市副市長の事務分担及び市長の職務を代理する副市長の順序を定める規則

（平成１９年３月規則第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項の表中「岸川仁和副市長」を「上村昇副市長」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

 

 



 

 甲府市母子世帯児童就学資金貸付条例施行規則を廃止する規則をここに公布す

る。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第４号 

   甲府市母子世帯児童就学資金貸付条例施行規則を廃止する規則 

 甲府市母子世帯児童就学資金貸付条例施行規則（昭和３５年１２月規則第６５

号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

 甲府市基準該当障害福祉サービス等事業者の登録等に関する規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第５号 

甲府市基準該当障害福祉サービス等事業者の登録等に関する規則の一部を改

正する規則 

 甲府市基準該当障害福祉サービス等事業者の登録等に関する規則（平成２４年３

月規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「山梨県指定障害福祉サービスの事業等に関する基準等を定める条例

（平成２４年山梨県条例第６８号）及び山梨県指定通所支援の事業等に関する基準

等を定める条例（平成２４年山梨県条例第６６号」を「甲府市指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成３１年３月条

例第６号）及び甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（令和元年６月条例第３号」に改める。 

 第４条第２項第１号中「山梨県指定障害福祉サービスの事業等に関する基準等を

定める条例又は山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める条例（以下こ

れらを「県条例」を「甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例又は甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例（以下これらを「条例」に改め、同項第２号及び第

３号中「県条例」を「条例」に改める。 

第７条第５項並びに第８条第２号及び第３号中「県条例」を「条例」に改める。 

  附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第６号 

 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則（平成５年

１２月規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 第３０条中第１９号を第２２号とし、第１５号から第１８号までを３号ずつ繰り

下げ、第１４号の次に次の３号を加える。 

⒂ 法第９条の３の３第１項の規定による届出書 非常災害に係る一般廃棄物処

理施設設置届出書（第４３号様式の２） 

⒃ 省令第５条の１０の１０の届出書 非常災害に係る一般廃棄物処理施設変更

届出書（第４３号様式の３） 

⒄ 省令第５条の１０の１２の届出書 非常災害に係る一般廃棄物処理施設軽微

変更等届出書（第４３号様式の４） 

 第３７条の次に次の１条を加える。 

（非常災害に係る一般廃棄物処理施設設置等に係る確認の通知） 

第３７条の２ 法第９条の３の３第３項において読み替えて準用する第９条の３第 

４項ただし書（同条第９項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定に

よる通知は、非常災害に係る一般廃棄物処理施設確認通知書（第５６号様式の

２）によるものとする。 

 第４３号様式の次に次の３様式を加える。 

 

 



 

第４３号様式の２（第３０条関係） 

 

        非常災害に係る一般廃棄物処理施設設置届出書 

 

                             年  月  日  

 

 （あて先）甲府市長 

住  所 

氏  名           ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 

 

 非常災害に係る一般廃棄物処理施設を設置するので、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律第９条の３の３第１項の規定により、関係書類及び図面を添えて届け

出ます。 

一般廃棄物処理施設の設置の場所   

一般廃棄物処理施設の種類   

一般廃棄物処理施設において処理する一般

廃棄物の種類 

  

着工予定年月日      年   月   日 

使用開始予定年月日      年   月   日 

※届出年月日      年   月   日 

一般廃棄物処理施設の処理能力 

      ㎥／日（  ）時間 

      ｔ／日（  ）時間 

      ㎥／時間 

      ｔ／時間 



 

△一般廃棄物処理

施設の位置、構

造等の設置に関

する計画に係る

事項 

一般廃棄物処理施設の

位置 

  

一般廃棄物処理施設の

処理方式 

  

一般廃棄物処理施設の

構造及び設備 

  

処理に伴

い生ずる

排ガス及

び排水 

量   

処理方法

（排出の方

法（排出口

の位置、排

出先等を含

む。）を含

む。） 

  

設計計算上達成するこ

とができる排ガスの性

状、放流水の水質その

他の生活環境への負荷

に関する数値 

  

その他一般廃棄物処理

施設の構造等に関する

事項 

  

※事務処理欄 

△一般廃棄物処理

施設の維持管理

に関する計画に

係る事項 

排ガスの性状、放流水

の水質等について周辺

地域の生活環境の保全

のため達成することと

した数値 

  

 

 



 

排ガスの性状及び放流

水の水質の測定頻度に

関する事項 

  

その他一般廃棄物処理

施設の維持管理に関す

る事項 

  

処理に伴い生ずる

一般廃棄物の処分

方法（ごみ処理施

設の場合） 

区分   自家処分    委託処分 

処分方法 
  

汚泥等の処分方法

（し尿処理施設の

場合） 

区分   自家処分    委託処分 

処分方法 
  

△一般廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方

法に関する事項 

  

※事務処理欄 

 



 

届出者（個人である場合） 

  （ふりがな） 

 氏  名 
生年月日 

本籍 

住所 

      

  

   （法人である場合） 

  （ふりがな） 

 名  称 
所在地 

    

法定代理人（届出者が法第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合）  

  （ふりがな） 

氏名又は名称 
生年月日 

本籍 

住所 

      

  

      

  

      

  

役員（届出者が法人である場合） 

  （ふりがな） 

 氏  名 

生年月日 本籍 

役職名・呼称 住所 

      

    

      

    

      

    

      

    

 



 

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００

分の５以上の額に相当する出資をしている者（届出者が法人である場合におい

て、当該株主又は出資をしている者があるとき。） 

  発行済株式の

総数 
           株 出資の額 

  

（ふりがな） 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式

の数又は出資

の金額 

本籍 

割合 住所 

        

    

        

    

        

    

政令第４条の７に規定する使用人（届出者に当該使用人がある場合） 

  
（ふりがな） 

 氏  名 

生年月日 本籍 

役職名・呼

称 
住所 

      

   

      

   

      

   

※事務処理欄 

 



 

注１ ※欄は記入しないこと。 

  ２ 一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設又はし尿処理施設の

別を記入すること。さらに、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等

の別を括弧書すること。 

  ３ 一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類については、混合

ごみ、不燃ごみ等の種類を記入すること。 

  ４ △欄の記入については、できる限り図面、表等を利用することとし、か

つ、次に掲げる図面等を含むこと。 

   ⑴ 一般廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明ら

かにする平面図、立面図、断面図及び構造図 

   ⑵ 排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図 

  ５ △欄にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別

紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。 

  ６ 「区分」の欄は、該当する項目を○で囲むこと。 

  ７ 「法定代理人」の欄から「政令第４条の７に規定する使用人」の欄までの

各欄については、該当する全ての者を記入することとし、記入しきれないと

きは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付するこ

と。 

  ８ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者

であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準

ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４３号様式の３（第３０条関係） 

 

        非常災害に係る一般廃棄物処理施設変更届出書 

 

                             年  月  日  

 

 （あて先）甲府市長 

 

住  所 

氏  名           ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名 

                    電話番号 

 

 

 非常災害に係る一般廃棄物処理施設に関する事項を変更するので、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律第９条の３の３第３項において読み替えて準用する第９

条の３第８項の規定により、関係書類及び図面を添えて届け出ます。 

一般廃棄物処理施設の設

置の場所 
  

一般廃棄物処理施設の種

類 
  

届出年月日        年    月    日 

変

更

の

一般廃棄物処理施設

において処理する一

般廃棄物の種類 

  

 



 

内

容  
一般廃棄物処理施設

の処理能力 

変更前 変更後 

   ㎥／日（ ）時間 

  t ／日（ ）時間 

   ㎥／時間 

  t ／時間 

   ㎥／日（ ）時間 

  t ／日（ ）時間 

   ㎥／時間 

  t ／時間 

△一般廃棄物処理施

設の位置、構造等

の設置に関する計

画 

  

△一般廃棄物処理施

設の維持管理に関

する計画 

  

変更の理由 

  

着工予定年月日        年   月   日 

使用開始予定年月日        年   月   日 

※事務処理欄 

  

 



 

注１ ※欄は記入しないこと。 

  ２ 一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設又はし尿処理施設の

別を記入すること。さらに、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等

の別を括弧書にすること。 

  ３ △欄の記入については、できる限り図面、表等を利用することとし、か

つ、次に掲げる図面等を含むこと。 

   ⑴ 一般廃棄物処理施設の構造及び設備に変更がある場合は、変更後の当該

施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図 

   ⑵ 排ガス及び排水の処理方法に変更がある場合は、変更後の処理系統図 

   ⑶ 排ガス及び排水の量に変更がある場合は、変更後の数値 

   ⑷ 排ガスの性状に変更がある場合は、大気汚染防止法第６条第２項に規定

するばい煙量若しくはばい煙濃度又はダイオキシン類の濃度に係る変更後

の数値 

   ⑸ 放流水の水質に変更がある場合は、し尿処理施設の場合は生物化学的酸

素要求量、浮遊物質量、大腸菌群数等の項目に係る変更後の数値 

  ４ △欄にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別

紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。 

  ５ 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものと

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４３号様式の４（第３０条関係） 

 

       非常災害に係る一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書 

 

                             年  月  日  

 

 （あて先）甲府市長 

 

住  所 

氏  名           ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名 

                    電話番号 

 

 

 非常災害に係る一般廃棄物処理施設の軽微な変更等をしたので、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律第９条の３の３第３項において読み替えて準用する第９条

第３項の規定により、関係書類及び図面を添えて届け出ます。 

一般廃棄物処理施設の名称   

一般廃棄物処理施設の設置の場所   

一般廃棄物処理施設の種類   

許可の年月日及び許可番号又は届

出の年月日 

許可（届出） 

     年  月  日 第    号 

変

更

の

内

容

△軽微な変更   

氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては、その代

表者の氏名の変更 

  

 



 

  △省令第５条の１０の１１

において準用する第５条

の４（第３号及び第６号

に係る部分を除く。）に

掲げる事項の変更 

  

省令第５条の１０の１１において準用する第５条の４第６号に掲げる事

項 

（ふりがな） 

 氏  名 

生年月日 本籍 

役職名・呼

称 
住所 

  
    

    

  
    

    

  
    

    

廃止若しくは休止又は再開の理由 （廃止・休止・再開の別） 

廃止若しくは休止又は再開の年月日      年   月   日 

※事務処理欄   

注１ ※欄は記入しないこと。 

  ２ △欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、同欄

にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、別紙を添付すること。 

  ３ 「省令第５条の１０の１１において準用する第５条の４第６号に掲げる事

項」の欄については、該当する全ての者を記入することとし、記載しきれな

いときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付す

ること。 

 

 



 

第５６号様式の次に次の１様式を加える。 

第５６号様式の２（第３７条の２関係） 

 

        非常災害に係る一般廃棄物処理施設確認通知書 

 

                            第     号 

                            年  月  日 

 

          様 

 

                    甲府市長         印 

 

              

    年  月  日付けで届出のあった次の施設については、その届出の内

容が相当であると認められるので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条

の３の３第３項において読み替えて準用する 

第９条の３第４項 

第９条の３第９項において読み替えて準用する同条第４項 

の規定により通知します。 

 

施設の種類  

 

設置場所  

 届出の内容 

非常災害に係る一般廃棄物処理施設（設置・変更） 

 

 

 

 



 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。  



 

 甲府市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手

続に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第７号 

   甲府市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等 

の手続に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手

続に関する条例施行規則（平成１２年７月規則第３７号）の一部を次のように改正

する。 

 第３条第１項中「第４条第２項」の次に「（条例第８条の規定により読み替えて

準用する場合を含む。）」を加える。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

  



 

 甲府市市営住宅管理人設置規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年６月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第８号 

   甲府市市営住宅管理人設置規則の一部を改正する規則 

 甲府市市営住宅管理人設置規則（昭和３０年９月規則第３４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「第６９条第３項」を「第７９条第４項」に改める。 

 第４条中「第６９条第４項」を「第７９条第５項」に改める。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



告示 
                           

甲府市告示第３１１号  

 

地方自治法第２４３条の３第１項及び甲府市「財政事情」の作成及び公表に関す

る条例第４条第１項の規定により、甲府市一般会計、甲府市国民健康保険事業特別

会計、甲府市交通災害共済事業特別会計、甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会計、

甲府市介護保険事業特別会計、甲府市古関・梯町簡易水道事業特別会計、甲府市農

業集落排水事業特別会計、甲府市簡易水道等事業特別会計、甲府市後期高齢者医療

事業特別会計及び甲府市浄化槽事業特別会計の平成３０年度下半期の財政状況を別

紙のとおり公表する。 

 

  令和元年６月１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 



甲府市告示第３１２号 

 

地方公営企業法第４０条の２の規定及び甲府市「財政事情」の作成及び公表に関

する条例第４条第１項の規定により、甲府市地方卸売市場事業会計、甲府市病院事

業会計、甲府市下水道事業会計及び甲府市水道事業会計の平成３０年度下半期の業

務の状況を別紙のとおり公表する。  

 

令和元年６月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 



甲府市告示第３１３号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和元年６月４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市富竹四丁目１２２５番１、１２２５番２１から１２２５番２６まで、

１２２８番１及び１２２８番１２から１２２８番２１まで、並びに甲斐市富竹

新田字東耕地５８０番 1 から５８０番５まで及び５８６番１から５８６番４ま

で 

   以上２７筆及び水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路、水路、ごみ集積所及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

   に備え置いて縦覧に供する。）  

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市大里町５２１６番地１ 

   有限会社明和ホーム 

   代表取締役 依 田 由 紀 夫 

 



甲府市告示第３１４号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和元年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     企業組合介護・障害支援 CFK 

２ 事業者の所在地  甲府市上石田三丁目８番８号４ 

３ 事業所名     ケアフォーラム甲府 

４ 事業所の所在地  甲府市上石田三丁目８番８号４ 

５ 事業の種類    居宅介護、重度訪問介護 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９１０１０２５７１ 

８ 指定年月日    令和元年６月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



甲府市告示第３１５号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和元年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     一般社団法人 晴 

２ 事業者の所在地  甲府市中央一丁目５番６号 

３ 事業所名     ヘルパーステーション つゆき 

４ 事業所の所在地  甲府市中央四丁目１番９号 ２F 

５ 事業の種類    居宅介護、重度訪問介護 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９１０１０２５８９ 

８ 指定年月日    令和元年６月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



甲府市告示第３１６号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年６月４日  

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号  （業務委託）第４３３号 

（２）業務名称  緑が丘スポーツ公園施設長寿命化計画策定業務  

（３）履行期間  契約締結日から令和２年２月２８日 

（４）履行場所  仕様書等による 

（５）業務内容  仕様書等による 

（６）予定価格  公表しない 

（７）最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。  

（２）甲府市における入札参加資格の認定において、「測量」、「建設コンサルタン

ト（都市計画及び地方計画、造園の両方）」のすべてに登録されている者であ

ること。 

（３）過去 5 年以内に、山梨県内の自治体において公園施設長寿命化計画策定業務

を受注し、完了した実績を持っている者であること。  

（４）管理技術者は、山梨県内の公園施設長寿命化計画策定に関する実績を有し、

技術士（建設部門）の資格を有した者であること。  

    また、照査技術者は、技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）及び

認定アセットマネージャー国際資格の資格を有した者であること。 

（５）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であ

ってその役員が暴力団員でないこと。  

（７）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市建設工事等請負契約に係る指

名停止等措置要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でない

こと。 

（８）入札の日以前６ヶ月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 



（９）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事更生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（10）市税の滞納がない者であること。  

（11）受注者は適切かつ厳格な情報管理及び品質管理を行うため、関係法令、規則

等を正しく遵守するほかに、次に示す資格を取得し、業務着手時にその認証を

証明する登録証の写しを監督員へ提出するものとする。 

ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）  

ISO9001（品質管理システム） 

JISQ55001（アセットマネジメントシステム）  

３ 仕様書等の配布期間、配布場所、配布方法及び参加申請の受付等  

（１）配布期間 令和元年６月４日～令和元年６月１４日 

（この期間中の土曜日、日曜日、祝日を除く）  

午前９時００分～午後５時００分  

（２）配布場所 甲府市まちづくり部まち総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 ８階 

０５５－２３７－５７９７ 

（３）配布方法 直接配布とし、郵送又は伝送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入手する場合は、

この限りではない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間  令和元年６月４日～令和元年６月１４日 

（この期間中の土曜日、日曜日、祝日を除く）  

午前９時００分～午後５時００分  

イ 場所  甲府市まちづくり部まち総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 ８階 

０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日時   令和元年６月２７日（木） １０時００分 

（２）場所   甲府市役所 会議室８－２ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／  

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の  

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は使用に虚偽



の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範

囲内であって最低価格を持って有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１） 入札保証金：免除 

（２） 契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間

に国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じく

する契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、か

つ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除す

る。 

（３） 契約書作成の要否：要 

（４） 仕様説明会は行わない。 

（５） その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。  



甲府市告示第３１７号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    みさき薬局 塩部 

２ 所 在 地    甲府市塩部四丁目１３番９号 

３ 開 設 者    有限会社ダイナ 代表取締役 佐藤隆 

４ 指定の期間    令和元年５月１日から令和７年４月３０日 

５ 指 定 番 号    生薬甲 １－３ 



甲府市告示第 ３１８号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    大城眼科 

２ 所 在 地    甲府市塩部四丁目１４番１４号 

３ 開 設 者    大城智洋 

４ 指定の期間    令和元年５月１日からみなし令和 年 月 日 

           （「指定更新のみなし」有のため期限なし）  

５ 指 定 番 号    生医甲 １－９

 



甲府市告示第３１９号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    調剤薬局ツルハドラッグ和戸店 

２ 所 在 地    甲府市和戸町８１４番地１ 

フレスポ甲府東ＳＣ内 

３ 開 設 者    株式会社ツルハ 代表取締役社長 鶴羽 順 

４ 指定の期間    令和元年５月１日から令和７年４月３０日 

５ 指 定 番 号    生薬甲 １－５ 



甲府市告示第３２０号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    大森歯科医院 

２ 所 在 地    甲府市上町１０４５番地７ 

３ 開 設 者    大森雄介 

４ 指定の期間    令和元年５月１日からみなし令和 年 月 日 

           （「指定更新のみなし」有のため期限なし）  

５ 指 定 番 号    生歯甲 １－２ 



                          甲府市告示第３２１号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定によ

り農用地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。  

 なお、次のとおり閲覧に供する。  

 

  令和元年６月５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 農用地利用集積計画の閲覧場所  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 

２ 農用地利用集積計画の閲覧期間  

   告示の日から２週間 



                          甲府市告示第３２２号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和元年６月５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市国母八丁目９４１番３、９４１番９、９４１番１０、９４２番１、 

９４２番３から９４２番１３まで、９４４番１ 及び９４４番３から 

９４４番９まで 

以上２３筆及び道 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路、水路、ごみ集積所及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市伊勢二丁目１３番５号 

   小口マタイ株式会社 

   代表取締役 小 口  博 



                          甲府市告示第３２３号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  令和元年６月５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 合併（土木）２号 

工事名 
①歩道改良工事（市道 高畑西条線） 

②（街路－６）配水管布設替工事 

工事場所 甲府市国母五丁目地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 

① 

・施工延長       Ｌ＝８９．２６ｍ 

・側溝工（４００型）  Ｌ＝１１５．０ｍ 

・側溝工（１０００型） Ｌ＝ ４４．０ｍ 

・側溝工（３００型）  Ｌ＝  ３．０ｍ 

・縁石工        Ｌ＝１７４．５ｍ 

・歩道舗装工      Ａ＝ ７６．０㎡ 

・車道舗装工      Ａ＝ ９９．０㎡ 

・付帯工              １式 

② 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１５０）  ６５．０ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１００）  ９２．０ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ１５０）   ２．５ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ１００）   ８．０ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ７５）    １．５ｍ 

・仕切弁．ＧＸ（φ１５０）     ４基 

・仕切弁．ＧＸ（φ１００）     ３基 

・泥吐弁．ＧＸ（φ７５）      ２基 

・水抜栓   （φ２５）      ４基 

２ 工期 令和２年１月３１日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

５６，８５９，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 



入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 

３ 同種工事施工実績 

道路工事等若しくは道路工事等と配水 

管布設替工事等との合併工事。 

ただし、１件の工事請負額が、 

２，８００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅱ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和元年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和元年６月１４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年６月１４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年６月２０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年６月２１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年６月２１日 

10 入札日時 
令和元年６月２８日 

午前９時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和元年７月３日 

12 開札日時 
令和元年７月９日 

午前９時００分 



13 落札者決定日 令和元年７月１０日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 開札時 配置予定技術者の開札時の状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年６月２７日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和元年７月５日まで 

２ 回答 令和元年７月８日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和元年７月８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正） 

支払条件 

前金払 請求できる 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。） 

部分払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



                          甲府市告示第３２４号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  令和元年６月５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 合併（舗装）３号 

工事名 

①市道舗装工事（３１－２） 

②（路４－２２）路面復旧工事 

③下水道修繕工事（公共Ｒ１－４） 

工事場所 甲府市東下条町地内 外 

工事概要 １ 工事内容 

① 

【１号箇所】 

・施工延長    Ｌ＝５１８．５ｍ 

・舗装工     Ａ＝３，４１０．０㎡ 

・区画線工    １式  

・付帯工     １式 

【２号箇所】 

・施工延長    Ｌ＝６４．１ｍ 

・舗装工     Ａ＝１６２．０㎡ 

【３号箇所】 

・施工延長    Ｌ＝１６．２ｍ 

・舗装工     Ａ＝３８．０㎡ 

・側溝工     Ｌ＝４．０ｍ  

② 

・表層工（再生密粒度 ｔ＝５０） 

   Ａ＝１，３２１．０㎡ 

・表層工（再生密粒度 ｔ＝３０） 

         Ａ＝３５．０㎡ 

・基層工（再生粗粒度 ｔ＝５０） 

         Ａ＝１４１．０㎡ 

・上層路盤工（粒度調整砕石） 

Ａ＝６０．０㎡ 

・上層路盤工（瀝青安定処理） 

Ａ＝１４１．０㎡ 

・付帯工     １式 



③ 

・人孔鉄蓋調整取替工 ４箇所 

・付帯工       １式 

２ 工期 令和元年１１月２９日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

４４，８２５，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

舗装工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅰ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和元年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和元年６月１４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年６月１４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年６月２０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年６月２１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月５日 



９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年６月２１日 

10 入札日時 
令和元年６月２８日 

午前９時２０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和元年７月３日 

12 開札日時 
令和元年７月９日 

午前９時２０分 

13 落札者決定日 令和元年７月１０日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 開札時 配置予定技術者の開札時の状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年６月２７日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和元年７月５日まで 

２ 回答 令和元年７月８日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和元年７月８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正） 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 



問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



                          甲府市告示第３２５号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年６月５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 合併（舗装）４号 

工事名 
①舗装修繕工事（３１－１） 

②下水道修繕工事（公共Ｒ１－２) 

工事場所 甲府市屋形三丁目地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 

①・施工延長   Ｌ＝１４５．０ｍ 

 ・舗装工    Ａ＝８５７．０㎡ 

・区画線工   １式 

・付帯工    １式 

②・桝上部調整・取替工 １箇所 

・付帯工    １式 

２ 工期 令和元年９月２７日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１３，６４０，４００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

舗装工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 １ 入札説明書等配付開始日 令和元年６月５日 



２ 入札説明書等配付締切日 令和元年６月１４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年６月１４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年６月２０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年６月２１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年６月２１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年６月２８日 

午前９時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年６月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正） 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 



問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



                          甲府市告示第３２６号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  令和元年６月５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （舗装）４１号 

工事名 都市計画道路築造工事（Ｈ３１・朝日町通り線外） 

工事場所 甲府市宝一丁目・丸の内二丁目地内 

工事概要 

１ 工事内容 

道路築造・改良工  Ｌ＝１８９．１ｍ 

舗装工          １式 

 ・アスファルト舗装工（ｔ＝９４０mm） 

   Ａ＝４４７ . ０㎡ 

 ・排水性舗装工（６５０mm） 

   Ａ＝８０１ . ０㎡ 

 ・透水性舗装工（ｔ＝２３０～２８０mm） 

   Ａ＝１４０ . ０㎡ 他 

電線共同溝工       Ｌ＝８．５ｍ 

下水道施設調整・撤去工  １式 

付帯工          １式 

２ 工期 令和元年１２月２０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

６６，７８１，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

舗装工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 



ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅱ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和元年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和元年６月１４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年６月１４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年６月２０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年６月２１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年６月２１日 

10 入札日時 
令和元年６月２８日 

午前９時１０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和元年７月３日 

12 開札日時 
令和元年７月９日 

午前９時１０分 

13 落札者決定日 令和元年７月１０日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 開札時 配置予定技術者の開札時の状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年６月２７日 



価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和元年７月５日まで 

２ 回答 令和元年７月８日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和元年７月８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正） 

支払条件 

前金払 請求できる 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。） 

部分払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



                          甲府市告示第３２７号  

 

 令和元年６月甲府市議会定例会を令和元年６月１３日午後１時、甲府市丸の内一

丁目１８番１号甲府市議会議場に招集する。 

 

  令和元年６月６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 



                          甲府市告示第３２８号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、地方税法（昭和２５年 

７月３１日法律第２２６号）第２０条の２規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年６月６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 福発第１０４６号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市役所 福祉保健部 介護保険課 



                          甲府市告示第３２９号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年６月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市国玉町字塚腰８８７番３及び８８７番４ 

以上２筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   西八代郡市川三郷町上野１７９番地１０ 

   株式会社エブリワン 

代表取締役 望 月 丈 二 



甲府市告示第３３０号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   和田平自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
植 田 浩 士 丸 山 雅 秀 

代表者 

住 所 
甲府市城東三丁目６番３号 甲府市城東三丁目８番４号 

３ 変更年月日  平成３１年３月３０日 



甲府市告示第３３１号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   徳行本町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
内 藤 伸 一 秋 山 孝 男 

代表者 

住 所 
甲府市徳行五丁目１２番５１号  甲府市徳行一丁目１２番２８号 

３ 変更年月日  平成３１年３月２４日 



甲府市告示第３３２号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   和田町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
宮 坂 哲 夫 山 嵜 久仁夫 

代表者 

住 所 
甲府市和田町２９６７番地３２ 甲府市西田町２番地６８  

３ 変更年月日  平成３１年３月２１日 



甲府市告示第３３３号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条第１項の規定に基づく指定居宅

サービス事業者及び甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に

関する要綱（平成２８年福第１号）第３の規定に基づく介護予防・日常生活支援総

合事業指定事業者として次の者を指定したので、同法第７８条及び甲府市介護予

防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平成２８年福第１号）

第１０の規定により公示する。 

 

令和元年６月７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０５２４１ 

２ 事業所の名称      ケアフォーラム甲府 

３ 事業所の所在地      甲府市上石田３丁目８番８号４ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市上石田３丁目８番８号４ 

              企業組合介護・障害支援ＣＦＫ 

              代表理事 遠藤 りさ 

５ サービスの種類      訪問介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業 

                            （介護予防訪問介護相当サービス）  

６ 指定年月日          令和元年６月１日 



                          甲府市告示第３３４号 

 

 介護保険法第７５条第２項の規定に基づく指定居宅サービス事業者及び甲府市介

護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱第７第２項の規定

に基づく介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者として次の者の廃止届を受理

したので、同法第７８条及び同要綱第１０の規定により公示する。 

 

  令和元年６月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１００５７２ 

２ 事業所の名称       ケアフォーラム甲府 

３ 事業所の所在地      甲府市上石田３丁目８番８号４ 

４ 当該事業所の申請者    企業組合 ケアフォーラム 

              代表理事 真 島 勝 重 

５ サービスの種類      訪問介護 

介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防訪問介護相当サービス） 

６ 廃止年月日        令和元年５月３１日 

 



                          甲府市告示第３３５号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和元年６月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市和戸町字長沢１０６５番１ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市大里町１６７７番地３ 

   カーサジマＥ号室 

   伊 藤 勇 治 



甲府市告示第３３６号 

 

別紙の者は、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１

項の規定に基づき、住民票を消除したので、同条第４項の規定により公示す 

る。 

 

  令和元年６月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 



                         甲府市告示第３３７号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和元年６月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        平成３０年度固定資産税第４期督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  

 

 



                          甲府市告示第３３８号 

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所に郵送したが

返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法律第 

１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和元年６月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        

平成３０年度（平成３０年度分）介護保険料第５期分督促状 

平成３０年度（平成３０年度分）介護保険料第６期分督促状 

平成３０年度（平成３０年度分）介護保険料第７期分督促状 

平成３０年度（平成３０年度分）介護保険料第８期分督促状 

平成３０年度（平成３０年度分）介護保険料第９期分督促状 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 



甲府市告示第３３９号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    正和堂薬局 

２ 所 在 地    甲府市塩部一丁目１１番１１号 

３ 開 設 者    株式会社 IS ファーマシー 代表取締役 今村英樹 

４ 指定の期間    令和元年５月１日から令和７年４月３０日 

５ 指 定 番 号    生薬甲 １－６ 



甲府市告示第３４０号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    子どもの心のクリニック・テラ 

２ 所 在 地    甲府市伊勢三丁目８番１１号 

３ 開 設 者    社会福祉法人 山梨立正光生園 理事長 加賀美尤祥 

４ 指定の期間    令和元年６月１日から令和７年５月３１日 

５ 指 定 番 号    生医甲 １－１０ 



甲府市告示第３４１号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年６月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    セキテイ調剤薬局 甲府昭和店 

２ 所 在 地    甲府市国母七丁目４番１３号 

３ 開 設 者    有限会社千秋舎 代表取締役 田中正仁 

４ 指定の期間    令和元年 5 月 1 日から令和７年４月３０日 

５ 指 定 番 号    生薬甲 １－９ 



                          甲府市告示第３４２号 

 

 国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第７条の規定に基づき、令和元年度地

籍調査を実施するので、次のとおり公示する。 

 

令和元年６月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業計画が定められた年月日 

令和元年５月２３日 

２ 調査を実施する者の名称 

山梨県甲府市 

３ 調査地域 

（１）新規地域 

塚原町、上積翠寺町、下積翠寺町及び古府中町の各一部 

（２）継続地域 

山宮町及び塚原町の各一部 

４ 調査期間 

   令和元年６月３日から 

   令和２年３月３１日まで 



甲府市告示第３４３号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年６月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第４６２号 

（２）業務名称     甲府市開発許可基準見直しに係る基礎調査業務委託  

（３）履行期間     契約締結日から令和元年９月３０日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に認定を受けている本店、本社又は営業所を有する者であること。  

（２）配置技術者は、次に掲げる要件を満たす者であること。 

ア 担当技術者、管理技術者及び照査技術者は、技術士（総合技術監理部門－

建設－都市及び地方計画又は建設部門－都市及び地方計画）、シビルコンサ

ルティングマネージャ：RCCM（都市計画及び地方計画）、土木学会認定土

木技術者（特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者－調査

・計画）等の業務内容に応じた資格を有する技術者であり、日本語に堪能

（日本語通訳が確保できれば可）であること。 

  イ 直接的かつ恒常的な雇用関係（参加申請日以前３か月以上の継続した雇用

関係）があること。 

  ウ 担当技術者、管理技術者及び照査技術者は、それぞれ別の者を配置できる

体制であること 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であ

ってその役員が暴力団員でないこと。  

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」  

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名停

止を受けている日が含まれている者でないこと。  



（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年６月１１日（火）～令和元年６月２０日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年６月２０日（木）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年６月１１日（火）～令和元年６月２０日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年６月２０日（木）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課  

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年７月３日（水） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  



なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 

 



                          甲府市告示第３４４号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送したとこ

ろ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年４月

２０日法律 第１４７号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和元年６月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書 類 名   差押調書謄本 

２ 発 送 日   令和元年５月２９日 

３ 返 戻 日   令和元年５月３１日 

４ 通 知 者   （省略） 

５ 保管場所   甲府市丸の内１丁目１８番１号 

甲府市 市民部 市民総室 国民健康保険課 



                          甲府市告示第３４５号 

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した 

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年６月１１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 市民発第２１１６６号 

             充当通知書 市民発第２１１６７号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室滞納整理課 



甲府市告示第３４６号  

 

 

 次の特定空家等にかかわる書類は、その送達を受けるべき者が職権消除により送

付できないため公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和元年６月１１日 

 

                 甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 書類名          特定空家等該当通知書 

２ 送達を受けるべき者    （省略） 

３ 保管場所         甲府市役所 空き家対策課 



甲府市告示第３４７号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和元年６月１４日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和元年６月１１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市湯田二丁目地内 

２ 犬又は猫の別：猫（４匹） 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス（２匹）、メス（２匹） 

５ 毛の色：キジトラ（メス１匹）、黒（メス１匹、オス２匹）  

６ その他の特徴：１ヶ月半くらい、首輪をしていない 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  

 

 



                          甲府市告示第３４８号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和元年６月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市下小河原町字土尻３１番１及び３１番５ 

   以上２筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市富竹一丁目９番１３号 

   株式会社クローバー 

   代表取締役 丸 山 奈 津 子 



                          甲府市告示第３４９号 

 

 介護保険法第７５条第２項の規定による指定居宅サービス事業者として次の者の

廃止届を受理したので、同法第７８条の規定により公示する。 

 

  令和元年６月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０３７２５ 

２ 事業所の名称       ネオケア訪問介護事業所 

３ 事業所の所在地      甲府市上阿原町４５１番地１ 

４ 当該事業所の申請者    株式会社 ネオクリエイト 

              代表取締役 笠 井 良 男 

５ サービスの種類      訪問介護 

６ 廃止年月日        令和元年５月３１日 

 



甲府市告示第３５０号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和元年６月１７日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和元年６月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市富竹一丁目地内 

２ 犬又は猫の別：猫（２匹） 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：茶トラ、白黒 

６ その他の特徴：１ヶ月半くらい、首輪をしていない 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  

 

 



甲府市告示第３５１号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次の者から指定

医療機関の事業の廃止の届け出があったので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和元年６月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 医療機関コード    ０１１３０６９ 

２ 名 称    セキテイ調剤薬局美咲店 

３ 所 在 地    甲府市美咲二丁目１０番１９号 

４ 開 設 者    有限会社千秋舎 代表取締役 田中正仁 

５ 廃 止 年 月 日    令和元年５月３１日 



甲府市告示第３５２号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次の者から指定介護機関の指定申請書記載事項に変更の届け出があった

ので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和元年６月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事 業 所 番 号   １９７０１００７６２ 

２ 事 業 所 の 名 称   アサヒサンクリーン株式会社山梨営業所  

３ 事業所の所在地   甲府市上石田２丁目３１番３８号  

４ サービスの種類   訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護 

５ 開 設 者   アサヒサンクリーン株式会社 代表取締役 田島哲 

６ 管 理 者   櫻林洋介 

７ 変 更 年 月 日   平成３１年３月２３日 



甲府市告示第３５３号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関休止届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和元年６月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関休止届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、休止年月日 

                             別紙のとおり 



甲府市告示第３５４号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関廃止届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和元年６月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関廃止届書  

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、廃止年月日  

                             別紙のとおり 



甲府市告示第３５５号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   中町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
小 林 哲 郎 三 枝 正 雄 

代表者 

住 所 
甲府市中町１４８番地 甲府市中町３９番地３ 

３ 変更年月日  平成３１年３月２１日 



甲府市告示第３５６号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月１４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   古上条自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
山 田 敏 男 窪 田 克 一 

代表者 

住 所 
甲府市古上条町２５５番地５ 甲府市古上条町２５５番地４ 

３ 変更年月日  平成３１年４月１４日 



                          甲府市告示第３５７号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和元年６月１４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市上阿原町字塚腰７８９番２から７８９番５まで 

以上４筆及び道 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

 に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市朝気二丁目１番１８号 

   有限会社総信 

   代表取締役 須 田 千 鶴 子 



                          甲府市告示第３５８号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和元年６月１４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市 小瀬町字三ツ又 １０３６番１から１０３６番４まで及 び 

  １０３７番２から１０３７番８まで 

   以上１１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市城東二丁目１７番８号 

   株式会社大恵 

   代表取締役 伊 藤 正 英 



甲府市告示第３５９号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和元年６月１９日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和元年６月１４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市飯田５丁目地内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：茶トラ 

６ その他の特徴：子猫、首輪無し 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  



甲府市告示第３６０号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年６月１７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第４７５号 

（２）業務名称     地籍調査に伴う調査・測量業務委託（積翠寺第一地区） 

（３）履行期間     契約締結日の翌日から令和２年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に認定を受けている本店、本社又は営業所を有する者であること。  

（２）甲府市における入札参加資格の認定において、「測量」で登録されている者  

であること。 

（３）過去１０年以内に、国又は地方公共団体等が行う地籍調査業務を受託し、本

委託業務と同様の現地調査及び測量業務等を履行した実績を有する者であるこ

と。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」  

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名停

止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 



（９）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年６月１７日（月）～令和元年６月２６日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年６月２６日（水）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年６月１７日（月）～令和元年６月２６日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年６月２６日（水）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年７月１２日（金） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 



（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 



甲府市告示第３６１号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和元年６月２４日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和元年６月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市下鍛冶屋町地内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：三毛トラ 

６ その他の特徴：成猫、首輪無し 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  



甲府市告示第３６２号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち保全室道路河川課におい

て、この告示の日から令和元年７月１日まで一般の縦覧に供する。  

 

  令和元年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １２５ 

３ 路線名    和田平東線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メート

ル） 

旧 
甲府市城東五丁目１０５番２地先から 

甲府市城東五丁目１０５番２地先まで 

４．６２～ 

  ４．８４ 
４３．４ 

新 
甲府市城東五丁目１０５番２地先から 

甲府市城東三丁目２７２番地先まで 

４．５０～ 

  ７．００ 
５３．５ 

 



甲府市告示第３６３号 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により､次のとおり  

道路の供用を開始する。その関係図面は､まちづくり部まち保全室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和元年７月１日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和元年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長 

(メートル) 

供用開始の 

年月日 

市 道 和田平東線 甲府市城東五丁目 

１０５番２地先から 

甲府市城東三丁目 

２７２番地先まで 

５３．５ 令和元年 

６月１８日 

 

 

 

 

 



甲府市告示第３６４号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により､次のとおり  

道路の供用を開始する。その関係図面は､まちづくり部まち保全室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和元年７月１日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和元年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長 

(メートル) 

供用開始の 

年月日 

市 道 下向山２３２０

号線 

甲府市下向山町字山田

８２６番１地先から 

甲府市下向山町字前田

１９７番１地先まで 

１７２．９ 令和元年 

６月１８日 

 

 

 

 

 



甲府市告示第３６５号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち保全室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和元年７月１日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和元年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

( メートル )  

供用開始の  

年月日  

市 道 上帯那４号線  甲府市上帯那町字天神

ノ木１０５１番１地先

から 

甲府市上帯那町字勝山

１３３７番２地先まで 

１８９．２  令和元年  

６月１８日  

 

 

 

 

 



甲府市告示第３６６号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月１８日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   上石田三丁目自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
長 瀬 博 生 小 林 道 男 

代表者 

住 所 
甲府市上石田三丁目１番３１号  甲府市上石田三丁目１番５号 

３ 変更年月日  平成３１年４月１日 



甲府市告示第３６７号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月１８日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   横沢自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
青 木 茂 矢 崎 嘉 男 

代表者 

住 所 
甲府市朝日二丁目１３番６号 甲府市宝一丁目３番１０号 

３ 変更年月日  平成３１年４月２１日 



                          甲府市告示第３６８号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市下飯田一丁目７９２番１、７９２番３から７９２番５まで、 

  ７９３番１９及び７９３番２０ 

以上６筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

   に備え置いて縦覧に供する。）  

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   中巨摩郡昭和町西条１０１番地１ 

   有限会社保泉商事 

代表取締役 小 池  保 



                          甲府市告示第３６９号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、地方税法（昭和２５年 

７月３１日法律第２２６号）第２０条の２規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 福発第１０９４号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市役所 福祉保健部 介護保険課 



甲府市告示第３７０号  

 

 介護保険法第７９条の規定に基づく指定居宅介護支援事業者として次の者を指定

したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和元年６月２０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０５２３３ 

２ 事業所の名称      虹の郷甲府 

３ 事業所の所在地      甲府市住吉五丁目３番１７号 

              甲府第一マンション１０１ 

４ 当該事業所の申請者     中巨摩郡昭和町西条３７９８  

              株式会社 虹の郷 

          代表取締役 小 澤 佳 子 

５ サービスの種類     居宅介護支援 

６ 指定年月日          令和元年６月１６日 



甲府市告示第３７１号  

 

 次の国民健康保険料に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和元年６月２１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名         平成３０年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼決定通知書 

平成３０年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼更正通知書 

平成３１年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼決定通知書 

２ 送達を受けるべき者   別紙のとおり 

３ 保管場所        甲府市役所市民部市民総室国民健康保険課  



甲府市告示第３７２号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月２１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   岩窪自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
保 坂 登 志 雄 山 村 茂 雄 

代表者 

住 所 
甲府市岩窪町２５２番地２ 甲府市岩窪町１１０番地 

３ 変更年月日  平成３１年４月５日 



甲府市告示第３７３号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月２１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   元紺屋町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
石 原 忠 治 諏 訪 唯 史 

代表者 

住 所 
甲府市元紺屋町３８番地１ 甲府市元紺屋町３６番地１ 

３ 変更年月日  平成３１年４月６日 



                          甲府市告示第３７４号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年６月２１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （防水）５３号 

工事名 上条中学校 屋内運動場屋根改修工事 

工事場所 甲府市古上条町９５番地 

工事概要 

１ 工事内容 
・大屋根防水改修工事   １，１７４．０㎡ 

・エントランス屋根防水改修工事 ５９．８㎡ 

２ 工期 令和元年９月２０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
２５，７３６，４００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

防水 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）５００点以上 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の防水工事。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年６月２１日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年７月２日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月２１日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年７月２日 

午後３時まで 



５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年７月８日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月２１日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年７月９日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月２１日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年７月９日 

10 入札及び開札日時 
令和元年７月１６日 

午前９時１０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年７月１１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年７月１２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正） 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



甲府市告示第３７５号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。 

 

令和元年６月２１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象物品 

（１）入札番号     第９１０号 

（２）物件名   卓球備品 

（３）品質・規格・数量など 入札説明書による 

（４）納入期限   入札説明書による 

（５）納入場所   入札説明書による 

（６）予定価格   公表しない 

（７）最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件  

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店を有する者であること。  

（２）甲府市の物品供給競争入札参加資格の認定において、第１希望の業種が「教

材」又は「スポーツ用品」で登録されている者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当  

しない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給(入札等)制度要綱」

に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。  

  また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。 

（９）当該物品供給について、納入が可能であることを証明できる者であること。 

３ 入札説明書、仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

（１）配付期間 令和元年６月２１日（金）～令和元年７月５日（金） 



（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年６月２１日（金）～令和元年７月５日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年７月１７日（水） 午後１時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階入札室１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす  

る。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付 

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国(公社、公団を含む。 )又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする



契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。  



甲府市告示第３７６号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月２４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   上阿原町新田自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
込 山 秀 彦 小 野 正 文 

代表者 

住 所 
甲府市上阿原町７２３番地 甲府市上阿原町８６０番地 

３ 変更年月日  平成３１年３月２４日 



甲府市告示第３７７号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和元年７月１日までに、引き取る旨の連絡を甲府市

健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和元年６月２４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市飯田２丁目地内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：白・茶 

６ その他の特徴：1 ヶ月齢位、首輪無し 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  



甲府市告示第３７８号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和元年６月２７日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和元年６月２４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市東光寺１丁目地内 

２ 犬又は猫の別：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：白 

６ その他の特徴：１ヶ月半くらい、首輪をしていない 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  

 

 



甲府市告示第３７９号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月２５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   新青沼自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
保 延 健 二  田 賀 節 

代表者 

住 所 
甲府市宝一丁目１１番２２号 甲府市丸の内二丁目１０番１２号  

３ 変更年月日  令和元年５月２７日 



甲府市告示第３８０号 

 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号に規定する道路

の位置を次のとおり指定したので、同法施行規則第１０条の規定により告示する。 

 その関係図書はまちづくり部建築指導課に備え置いて一般の縦覧に供する。 

 

令和元年 ６月２５日 

                   

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の位置  甲府市里吉四丁目１１４２番６ 

２ 道路の幅員   ６．００ ｍ 

３ 道路の延長  ２９．５４ ｍ 

 



甲府市告示第３８１号 

 

甲府市民生委員定数条例（平成３０年条例第３１号）第２条の規定に基づき、民

生委員の定数を次のとおり定める。 

 

  令和元年６月２６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 民生委員の定数 

  ４５３名 

２ 施行日 

  令和元年１２月１日 



甲府市告示第３８２号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和元年７月２日までに、引き取る旨の連絡を甲府市

健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和元年６月２６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市下鍛冶屋町地内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：キジトラ 

６ その他の特徴：２ヶ月齢位、首輪無し 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  



甲府市告示第３８３号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和元年６月市議会定例会において

議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

令和元年６月２６日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和元年度甲府市一般会計補正予算（第１号） 

２ 令和元年度甲府市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 

 

 

 

     令和元年６月２６日 原案可決 



甲府市告示第３８４号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

令和元年６月２６日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   山宮ハイタウン自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
山 形 泰 介 中 村 力 

代表者 

住 所 

甲府市山宮町３３７１番地  

５４６号 

甲府市山宮町３３７１番地  

５７３号 

３ 変更年月日  令和元年５月１２日 



                                           甲府市告示第３８５号  

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告について、次のとおり企画提案書

の提出を招請する。 

 

令和元年６月２７日 

                   

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

    甲府市女性起業等支援業務 

２ 業務概要 

起業したい女性や、やりたいことが定まっていない女性等を対象に、各フェー

ズに応じた研修等を実施し、多様な女性の活躍や働き方を支援する中で、女性の

起業等を増やすことを目的とする業務である。 

３ 履行期間 

契約締結日から令和２年３月３１日までとする。 

４ 参加資格要件 

このプロポーザルに参加できる者は、民間事業者、公益財団法人、特定非営

利活動法人等で、次の各号に掲げる要件を全て満たしているものとする。 

⑴ 平成２５年度から平成３０年度までの間に、女性の起業に関る研修等の業務

として、地方公共団体等から業務委託契約の履行実績を有していること。 

⑵ 山梨県内に活動拠点を有していること。若しくは、本業務を受託した場合、

甲府市との打合せ等に迅速に対応できる体制を整えられること。 

⑶ 税の滞納がない者であること。 

⑷ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいず

れにも該当していない者であること。 

⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であ

ってその役員が暴力団員でないこと。 

⑹ 告示日以降に、国及び地方公共団体から指名停止措置を受けていないこと。  

⑺ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）に基づき、更生手続き開始又は民事再生手続き開始の申立てがな

されている者でないこと。 

５ 手続等 

⑴ 「甲府市女性起業等支援業務公募型プロポーザル実施要項（以下「実施要項」

という。）、仕様書、甲府市女性起業等支援業務企画提案書等作成要領・様式

集（以下「作成要領」という。）を甲府市ホームページにて公表するので、適

宜ダウンロードすること。 

⑵ 企画提案書等の提出方法、提出期間及び提出先については実施要項を、企画

提案書の作成については作成要領を参照すること。 



６ 連絡先 

甲府市 市民部 市民協働室 人権男女参画課 女性活躍係 

〒400－0858 山梨県甲府市相生二丁目１７番１号（甲府市役所南庁舎１号館） 

ＴＥＬ ０５５－２３７－５２０９ 

ＦＡＸ ０５５－２２２－２０６２ 

電子メール danjyoks@city.kofu.lg.jp 



                          甲府市告示第３８６号  

 

次の介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例施行規則

（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により無効である旨を告示する。 

 

令和元年６月２７日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号並びに住所及び氏名     別紙のとおり 



                          甲府市告示第３８７号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年６月２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市大里町字中耕地４０５１番１、４０５１番３から４０５１番１０まで、 

４０５９番１、４０５９番４から４０５９番８まで、４０６０番１、 

４０６０番５及び４０６０番６ 

以上１８筆及び道・水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路、水路及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

   に備え置いて縦覧に供する。）  

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市相生一丁目１番１号 

   リオ．不動産コンサル株式会社 

代表取締役 長 谷 川 一 也 



                          甲府市告示第３８８号 

 

 平成３１年度の甲府市国民健康保険条例（昭和３４年３月条例第９号。以下「条

例」という。）第１４条第１項に規定する一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料

率及び第１３条の２第１項に規定する基礎賦課額から減額する額、第１４条の５の

５第１項に規定する一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率及び

第１３条の２第４項において準用する同条第１項に規定する後期高齢者支援金等賦

課額から減額する額並びに第１４条の９第１項に規定する介護納付金賦課額の保険

料率及び第１３条の２第５項において準用する同条第１項に規定する介護納付金賦

課額から減額する額を、第１４条第３項（第１３条の２第３項において準用する場

合を含む。）、第１４条の５の５第３項（第１３条の２第４項において準用する場

合を含む。）及び第１４条の９第３項（第１３条の２第５項において準用する場合

を含む。）の規定により告示する。 

 

  令和元年６月２８日 

 

                 甲府市長   樋 口 雄 一 

 

１ 条例第１４条第１項第１号の所得割          １００分の８．４９ 

２ 条例第１４条第１項第２号の被保険者均等割        ２７，３００円 

３ 条例第１４条第１項第３号の世帯別平等割 

（１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯     ２５，５００円 

   （２） 特定世帯                  １２，７５０円 

   （３） 特定継続世帯                １９，１２０円 

４ 条例第１３条の２第１項第１号アに規定する額       １９，１１０円 

５ 条例第１３条の２第１項第１号イに規定する額 

   （１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯     １７，８５０円 

   （２） 特定世帯                   ８，９２５円 

（３） 特定継続世帯                １３，３８４円 

６ 条例第１３条の２第１項第２号アに規定する額       １３，６５０円 

７ 条例第１３条の２第１項第２号イに規定する額 

   （１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯     １２，７５０円 

（２） 特定世帯                   ６，３７５円 

（３） 特定継続世帯                 ９，５６０円 

８ 条例第１３条の２第１項第３号アに規定する額        ５，４６０円 

９ 条例第１３条の２第１項第３号イに規定する額 

   （１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯      ５，１００円 

（２） 特定世帯                   ２，５５０円 

（３） 特定継続世帯                 ３，８２４円 

１０ 条例第１４条の５の５第１項第１号の所得割     １００分の２．３４ 

１１ 条例第１４条の５の５第１項第２号の被保険者均等割    ９，６００円 



１２ 条例第１４条の５の５第１項第３号の世帯別平等割 

   （１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯      ６，７００円 

（２） 特定世帯                   ３，３５０円 

（３） 特定継続世帯                 ５，０２０円 

１３ 条例第１３条の２第４項において準用する同条第１項第１号アに規定する額 

                               ６，７２０円 

１４ 条例第１３条の２第４項において準用する同条第１項第１号イに規定する額 

（１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯      ４，６９０円 

（２） 特定世帯                   ２，３４５円 

（３） 特定継続世帯                 ３，５１４円 

１５ 条例第１３条の２第４項において準用する同条第１項第２号アに規定する額 

                               ４，８００円 

１６ 条例第１３条の２第４項において準用する同条第１項第２号イに規定する額 

（１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯      ３，３５０円 

（２） 特定世帯                   １，６７５円 

（３） 特定継続世帯                 ２，５１０円 

１７ 条例第１３条の２第４項において準用する同条第１項第３号アに規定する額 

                               １，９２０円 

１８ 条例第１３条の２第４項において準用する同条第１項第３号イに規定する額 

（１） 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯      １，３４０円 

（２） 特定世帯                     ６７０円 

（３） 特定継続世帯                 １，００４円 

１９ 条例第１４条の９第１項第１号の所得割       １００分の２．１８ 

２０ 条例第１４条の９第１項第２号の被保険者均等割      ９，８００円 

２１ 条例第１４条の９第１項第３号の世帯別平等割       ６，０００円 

２２ 条例第１３条の２第５項において準用する同条第１項第１号アに規定する額 

                               ６，８６０円 

２３ 条例第１３条の２第５項において準用する同条第１項第１号イに規定する額 

                               ４，２００円 

２４ 条例第１３条の２第５項において準用する同条第１項第２号アに規定する額 

                               ４，９００円 

２５ 条例第１３条の２第５項において準用する同条第１項第２号イに規定する額 

                               ３，０００円 

２６ 条例第１３条の２第５項において準用する同条第１項第３号アに規定する額 

                               １，９６０円 

２７ 条例第１３条の２第５項において準用する同条第１項第３号イに規定する額 

                               １，２００円 

 



                          甲府市告示第３８９号  

 

 甲府市屋外広告物条例（以下、条例という。）第９条第１項の規定により、次の

とおり景観保全型広告規制地区を指定し、令和元年７月１６日から適用する。 

                                      

  令和元年６月２８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 景観保全型広告規制地区の名称及び区域  

名称 区域 

北部景

観保全

地区 

猪狩町 

県道甲府昇仙峡線の高成町との境界から猪狩町字的

場 521 番 2 地先までの道路端から各 50ｍ以外の全域

（禁止地域を除く） 

川窪町 

県道甲府昇仙峡線の高成町との境界から新静観橋ま

での道路端から各 50ｍ以外の全域（禁止地域を除

く） 

平瀬町 
第 1 種禁止地域及び県道甲府昇仙峡線の金石橋東か

ら櫻橋までの道路端から各 50ｍ以外の全域 

羽黒町 市街化調整区域 

山宮町 市街化調整区域 

上帯那町 禁止地域以外の全域 

下帯那町 禁止地域以外の全域 

上積翠寺町 全域 

下積翠寺町 禁止地域以外の全域 

塚原町 禁止地域以外の全域 

岩窪町 禁止地域以外の全域 

古府中町 禁止地域以外の全域 

 

名称 区域 

東部景

観保全

地区 

善光寺二丁目 
県道善光寺線の県道甲府韮崎線との交差点からＪＲ

中央線ガードまでの道路端から 50ｍ以内の範囲 

善光寺三丁目 

市街化調整区域及び県道善光寺線の善光寺山門前交

差点からＪＲ中央線ガードまで及び県道甲府韮崎線

の道路端から 50ｍ以内の範囲 

善光寺町 全域 

東光寺三丁目 県道甲府韮崎線の道路端以南 50ｍ以内の範囲 

東光寺町 禁止地域以外の全域 

酒折三丁目 県道甲府韮崎線の道路端から 50ｍ以内の範囲 



酒折町 禁止地域以外の全域 

桜井町 
国道 140 号の北側道路端から 50ｍ以北で禁止地域を

除く範囲 

横根町 国道 140 号の北側道路端から 50ｍ以北の範囲 

 

名称 区域 

南部景

観保全

地区 

右左口町 

国道 358 号の右左口町字上の原 788 番 3 地先から右

左口交差点までの道路端から各 50ｍ以内を除く全域

（禁止地域を除く） 

下曽根町 

国道 140 号の中央市との境界から国道 358 号との交

差点まで及び国道 358 号の国道 140 号との交差点か

ら上曽根町との境界までのそれぞれ南側道路端から

50ｍ以内の範囲、並びに下曽根地区工業等導入地区

を除く全域 

上向山町 
国道 358 号の道路端から各 50ｍ以内の範囲を除く全

域 

下向山町 全域 

心経寺町 全域 

中畑町 

国道 358 号の中畑町字諏訪前 198 番 6 地先から右左

口交差点までの各 50ｍ以内を除く全域（禁止地域を

除く） 

上記の規制区域図面については、都市計画課において令和元年６月２８日から

令和元年７月１２日まで公衆の縦覧に供する。 

 

２ 景観保全型広告規制地区に適用される条例第７条第４項の基準 

（１）屋上に設置される広告物に係る基準 

高さ 面積 

５ｍ以下とする。 １面あたり最大４㎡以下とする。 

（２）建植する広告物に係る基準 

自家用広告物 

高さ 面積 

５ｍ以下とする。 １面あたり最大４㎡以下とする。 

自家用以外の広告物（道標・及び案内図を除く）  

許可しないものとする。 

 

（３）その他の広告物に係る基準 

上記以外の基準については、その場所が属する第１種許可地域または第２種許

可地域の基準とする。 



教育委員会 
 

甲府市教育委員会告示第１９号 

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年６月２６日 

 

甲府市教育委員会 

教育長 小 林  仁 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号      （教委）第１号 

（２）業務名称      甲府市立小学校消火設備及び避難器具等点検業務委託 

（３）履行期間      契約締結日から令和２年３月３１日まで 

（４）履行場所      仕様書による 

（５）業務内容      仕様書による 

（６）予定価格      公表しない 

（７）最低制限価格    設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。 

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、業種が「ポンプ 

・防災用品・消火器」で登録されている者であること。 

（３）本委託を遂行するための有資格者（消防設備点検資格者又は消防設備士及び

電気工事士若しくは消防設備士及び電気主任技術者）を雇用していること。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（６）

この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 



（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年６月２７日（木）～令和元年７月８日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年６月２７日（木）～令和元年７月８日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

電話 ０５５－２２３－７３２０ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年７月２６日（金） 午前１０時 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

       甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 



（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 



甲府市教育委員会告示第２０号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の 

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年６月２６日  

 

甲府市教育委員会  

教育長 小 林  仁  

 

１ 入札対象業務  

（１）入札番号      （教委）第２号  

（２）業務名称      甲府市立中学校消火設備及び避難器具等点検業務委託  

（３）履行期間      契約締結日から令和２年３月３１日まで  

（４）履行場所      仕様書による  

（５）業務内容      仕様書による  

（６）予定価格      公表しない  

（７）最低制限価格    設けない  

２ 入札参加資格  

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者  

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。  

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、業種が「ポン

プ・防災用品・消火器」で登録されている者であること。  

（３）本委託を遂行するための有資格者（消防設備点検資格者又は消防設備士及び

電気工事士若しくは消防設備士及び電気主任技術者）を雇用していること。  

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。  

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。  

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。  



（９）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年６月２７日（木）～令和元年７月８日（月）  

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。）  

午前９時～午後５時  

（２）配付場所 甲府市教育委員会総務課  

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階  

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年６月２７日（木）～令和元年７月８日（月）  

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。）  

午前９時～午後５時  

イ 場所 甲府市教育委員会総務課  

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階  

電話 ０５５－２２３－７３２０  

４ 入札及び開札の日時及び場所  

（１）日 時 令和元年７月２６日（金） 午前１０時３０分  

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２  

       甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法  

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効  

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす 

る。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法  

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他  

（１）入札保証金：免除  

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  



   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要  

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。  



甲府市教育委員会告示第２１号  

 

地方自治法施行令第１５８条第１項の規定に基づく、甲府市立学校校舎等使用料

条例（有料運動施設）に係る施設の使用料の収納事務の委託について、告示事項に

変更があったので、同条第２項の規定により告示する。 

 

令和元年６月２６日 

                  

甲府市教育委員会 

教育長 小 林  仁 

 

１ 変更する内容 

  変更後 

所 在 名 称 会 長 

甲府市岩窪町６８７－３ 相川小学校利用運営委員会 米 山 健 二 

甲府市平瀬町９３３ 千代田小学校利用運営委員会 末 木 鋼 治 

  変更前 

所 在 名 称 会 長 

甲府市屋形１－８－３０ 相川小学校利用運営委員会 広 瀬 祥 子 

甲府市平瀬町９３３ 千代田小学校利用運営委員会 田野口 喜 雄 

２ 変更年月日 

  令和元年６月１日 

３ 委託する事務  

学校開放事業（有料運動施設）に係る施設の使用料の収納事務 

 



選挙管理委員会 
  

 甲府市選挙管理委員会告示第６６号  

 

地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町村合併の特例に関する

法律第４条第１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の１／５０

の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第

８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定

する選挙権を有する者の総数の１／３の数並びに市町村合併の特例に関する法律第

４条第１１項及び第５条第１５項の規定する選挙権を有する者の総数の１／６の数

は、次のとおりである。 

 

令和元年６月３日 

 

甲府市選挙管理委員会 

委員長 志 村 文 武 

 

１ １／５０の数        ３，１２５人 

２ １／３の数        ５２，０８０人 

３ １／６の数        ２６，０４０人 

４ 選挙人名簿登録者数     １５６，２３８人 



農業委員会 
                     

甲府市農業委員会告示第６号 

 

 農業委員会等に関する法律第２７条第１項の規定に基づき甲府市農業委員会６月

定例総会を、令和元年６月２８日午後２時００分、甲府市南公民館において開催し、

付議すべき事項について協議するので、甲府市農業委員会総会会議規則第２条の規

定により公告する。 

 

  令和元年６月２４日 

 

甲府市農業委員会会長 西 名 武 洋 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 令和元年７月告示分農用地利用集積計画について  

３ 納税猶予に関する適格者証明願について  

４ 令和２年度山梨県農業行政施策に関する提言について  



上下水道局 
    

甲府市上下水道局告示第３０号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年６月５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１０００９号 

工事名 （路４－２）路面復旧工事 

工事場所 甲府市寿町・相生一丁目地内（県民文化ホールの東） 

工事概要 

１ 工事内容 

・表層工（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝５ｃｍ）   

Ａ＝２，０３０．０㎡ 

・区画線工 １式 

・付帯工  １式 

２ 工期 令和元年１０月２８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１５，５５４，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 



４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年６月５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年６月１４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年６月１４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年６月２０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年６月２１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年６月２１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年６月２８日 

午前９時３０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年６月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正） 

支払条件 前金払 請求できる 



中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



                      甲府市上下水道局告示第３１号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年６月２１日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００１１号 

工事名 (そ－５）配水量水器更新工事 

工事場所 甲斐市大久保・天狗沢地内（高区西配水池の南） 

工事概要 

１ 工事内容 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１００）    ８０．３ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ１００）     ８．２ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ１００）     １．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（泥吐管）（φ７５） ０.６ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ７５）      １．０ｍ 

・ＳＰ（泥吐管）（φ５０）     ０.７ｍ 

・電子式量水器（φ１００）      ２基 

・仕切弁．ＧＸ（φ１００）      ８基 

・仕切弁（泥吐弁）（φ７５）     １基 

・消火栓    （φ７５）      １基 

・空気弁    （φ２０）      ２基 

２ 工期 令和２年１月１４日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１８，８４３，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 給水区域内 

２ 競争入札参加資格 

土木一式 

有資格者名簿掲載時及び直近の経営 

事項審査結果通知書の総合評定値 

（Ｐ）６１７点以上８３４点以下 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等。ただし、１件 

の工事請負額が、９００万円以上の 

実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 



に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年６月２１日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年７月２日 

３ 申請書受付開始日 令和元年６月２１日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年７月２日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年７月８日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年６月２１日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年７月９日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年６月２１日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年７月９日 

10 入札及び開札日時 
令和元年７月１６日 

午前９時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年７月１１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年７月１２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 



低入札価格調査 

制度 

適用（甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正） 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 



任免辞令 
 

（市長事務部局） 

阪 本 俊 美    

甲府市一般職の任期付職員の採用及び 

給与の特例に関する条例第４条第１項に基づき 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市民部市民協働室協働推進課主事を命ずる 

任期は令和２年３月３１日までとする 

以 上    発 令 日  令和元年 ６月 １日 

 

 

甲府市副市長                     岸 川 仁 和 

退職を承認する 

以 上    発 令 日  令和元年 ６月３０日 

 

 

環境部    廃棄物対策室 廃棄物対策課  主事   小 林 慎 吾 

産業部    農林振興室  就農支援課   主事   田 中 一 夫 

市立甲府病院 診療部            医師   相 川 純 輝 

市立甲府病院 診療部            医師   森 川   翔 

市立甲府病院 看護部            主任   浅 川 美 香 

（各通） 

退職を承認する 

以 上    発 令 日  令和元年 ６月３０日 


